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(今号のあらまし) 

東アジア 1途上国でも進む少子化‐先進国の経験は活かせるか？ 
＜出生力に関する理論の変遷（女性の就労に着目して）＞ 

 

Ⅰ．世界の人口動向と人口転換 P.4～ 

産業革命以降の先進国で多産多死⇒多産少死⇒少産少死の「人口転換」が進展したことを受け、

20世紀前半以降、人口転換が経済社会の近代化とともに普遍的に生じうるとする「人口転換論」が

示された。 

途上国では、第2次世界大戦後、死亡率が低下し多産少死の下での人口爆発が国際的な問題とし

て浮上、多くの国が家族計画プログラムを推進した。その後、途上国でも総じて出生力 2低下が進

展した。 

この結果、世界的に低出生力へのコンバージェンス(収束)が進みつつあり、途上国においてもア

ジアを中心に出生力を「引き上げる」とする国は増加ししつつある。 

こうした中、世界の人口問題は多角化している。とりわけ出生力の低下は、途上国も直面しつつ

ある人類共通の課題とも考えられる。先進国・途上国における出生力低下、及び先進国における出

生力回復に向けた議論をサーベイすることで、先進国の経験を途上国に活かすことができないか、

特に我が国の経験を東アジア途上国に活かすべきではないかという点について検討することが本

稿の目的である。 

これは、2015年 2月に閣議決定された「開発協力大綱」において、我が国が人口減少や高齢化へ

の対応を含む現在直面する課題から得た教訓等の活用に関する国際社会の期待は高いとして、「地

球規模課題への取組を通じた持続可能で強靭な国際社会の構築」のため取り組むべき課題の一つと

して「高齢化を含む人口問題への対応」を挙げていることとも整合的である。 
(図1)世界人口の推移 
(図2)粗出生率と粗死亡率 
(図3)合計特殊出生率の推移 
(図4)先進地域・途上地域各国の出生力に関する政策の推移 

 

Ⅱ．出生力低下の背景に関する 20世紀後半の理論 P.12～ 

世界的に出生力低下が進んだ 20 世紀後半、その背景に関する議論が活発化した。前述の人口転

換論や先進国を念頭においた Becker らを中心としたグループのミクロ経済学に基盤を置いた理論

のみならず、社会学・文化人類学など様々な分野から出生力の低下に関する理論が提示された。更

に、欧州の過去の状況や途上国の実態に関する大規模な調査プロジェクトにより、経済社会の近代

化がなくとも、低出生力に関する価値観の伝播・普及、それによる社会的相互作用があれば出生力

                                            
1 本稿では「東アジア」を、特に断りない限り、日中韓等の狭義の東アジアに加え、東南アジアも含めた広義の地域

としてみている。 
2 「出生力(fertility)」とは、人口において出生(birth)という事象が発生する頻度や傾向を数量的に表したもので、人口

統計学上の包括概念の一つである。また、「出生率(fertility rate(あるいはbirth rate))」は、「出生力」の指標のうち、人

口のある期間における出生の頻度を率として示すものをいう。「出生力」と「出生率」は同義で使われることも多い。

(岩澤(2010)、別府(2010)、佐藤他(2012)) 
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の低下が生じるという理論も示された。 

 

Ⅲ．先進国の低出生力－仕事と家庭の両立の重要性の高まり－ P.16～ 

１．低出生力の背景  

先進国では、合計特殊出生率(total fertility rate、一人の女性が一生に産む子供の数の理論値、本稿

ではこれを「出生率」と呼ぶ 3)が人口置換水準(約2.1)を下回る状況が続く中、人口転換論が想定し

ていた人口置換水準での出生力の安定は難しいのではないかとする見方がでてきた。また、各国の

文化や制度、経済状況・雇用状況等のリスクが出生力に及ぼす影響の重要性も強調された。個人の

価値観変化の影響を重視した「第 2の人口転換論」や「低出生力の罠」といった議論も提示された。 
(図5)OECD諸国の合計特殊出生率の推移 

２．出生力の回復可能性  

一方で、先進国では、2000年代初頭に出生率の小さなリバウンドが観察された。その背景として、

出産年齢の上昇が一段落したという人口学的要因に加えて、経済社会の高次の発展やジェンダー要

因の重要性が指摘された。 

３．女性の働き方・ライフスタイル・男女の役割分担等と出生力  
先進国では、女性の就労が一般化する中で、子供を持つことの決定における女性の働き方や男女

の役割分担、社会制度等の重要性への認識が高まっている。 

即ち、クロスカントリーデータでみた女性労働参加率と出生率の相関係数が、従来の負から 1990

年代以降は正に変化しており、その背景として、女性が働きながら子供を持つことに適合していな

い国では出生力が低い水準にとどまっている一方、仕事と家庭の両立がしやすい国では出生力の回

復がみられることが指摘されている。また、出生力の回復における家庭内での役割分担や男女の意

識、教育の重要性も指摘されている。 

４．先進国の出生力に関する国際機関の見方  
OECD(2011)は、高出生率と高女性労働参加率を両立している国では仕事と家庭の調和へのサポー

トが奏功しているとする。国連の将来人口推計(2015 年)は出生率の推計においてリバウンドの状況

を織り込んでいる。World Bank Group(2016)は、出生率のリバウンドを、先送りしていた出産の高年

齢での実現と公的サポートの充実ゆえだとしつつ、それが持続的なものなのかどうかはわからない

とする。 
【コラム1】主要国の女性労働参加率と出生率  
【コラム2】女性の労働参加と経済成長－U字型カーブ－  

 

Ⅳ．東アジア途上国の出生力低下 P.32～ 

 東アジア途上国の 20 世紀後半の出生力低下の大きな要因は、国家家族計画プログラムによる有

配偶出生力の低下だといわれる。現在の状況は国によって多様であるが、一部では既に出生力が置

換水準を下回っている。置換水準を下回っている国・地域においては、婚姻率低下が出生力へ及ぼ

す影響が拡大していると指摘されている。 

                                            
3 「合計特殊出生率」は「出生率」のうち最も一般的なものの一つである。 
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東南アジアにおいても、特にタイでは、女性の経済的自立性が元来高かったこと等もあって、家

族計画プログラムが大きく奏功し出生力は急速に低下した。タイでは、1990年代以降、出生率が置

換水準を下回る中、仕事と家庭の両立の困難が生じているとの指摘がなされている。 
東アジアのこれまでの高い経済成長には、出生力低下に伴う生産年齢人口比率の上昇からくる

demographic dividend(人口ボーナス)が大きく寄与したといわれるが、今後は従属人口比率の上昇を

通じて人口要因が経済社会の負担になると考えられる。このため、途上国においても低出生力は望

ましくなく、その引上げを図る必要性があるとの指摘もなされるようになっている。こうした中、

既にシンガポール、日本、韓国、タイ、中国では、出生力を引き上げる方向に政策スタンスを転換

している。 
【コラム3】インドネシアの出生力と女性労働参加 
(図6)東アジア諸国の合計特殊出生率の推移 
(図7)人口ピラミッド及び女性が産んだ子供数(タイ) 
(図8)東アジア諸国の従属人口比率の推移 
(図9)東アジア諸国の出生力に関する政策 

 

Ⅴ．東アジア共通の課題解決に向けて活かすべき我が国の経験 P.45～ 

我が国の少子化問題は 1989 年の出生率に関する「1.57 ショック」以降注目されるようになり、

既に四半世紀が経過した。出生率は 2005 年に 1.26 を記録して以降、やや回復傾向がみられるが、

2015年で1.45にとどまっている。 

我が国は、少子化に関して、考えられうる限りの政策をとってきたともいわれるが未だ十分に奏

功していない。その背景として、仕事と家庭の両立が困難な状況や財源が十分でないことが指摘さ

れている。こうした低出生力は潜在的な母親の数を低下させることにつながるものである。また、

高齢化が進めば進むほど経済社会の余力が小さくなること、生産年齢人口比率の低下に伴い女性労

働参加の必要性が一層高まることも考えられる。 

東アジア途上国においても、既に一部では出生力の低下と人口高齢化が進行している。また、現

在まだ人口構成が若い国でも今後急速に人口高齢化が進む見通しである。東アジア途上国において

は、我が国のこれまでの経験を活かし、速やかに仕事と家庭の両立できる環境整備を図る必要があ

ると考えられる。 

東アジアの出生力低下は、21世紀に世界各地で起きるであろう状況の先例である。東アジアにお

ける取組みは、他地域における開発に対しても重要な示唆を与えるものと期待される。 
(図10)人間開発指数と合計特殊出生率(2014年) 
 
【参考文献】 P.48～ 
                       

                   作成者：JICA研究所上席研究員 中垣 陽子  
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東アジア途上国 4でも進む少子化‐先進国の経験は活かせるか？ 
＜出生力に関する理論の変遷（女性の就労に着目して）＞ 

 

Ⅰ．世界の人口動向と人口転換 

 
（長期的人口動向と第 2次世界大戦後の途上国の人口増加） 

西暦0年に2.5億人だった世界人口は、産業革命前夜の1750年時点で約3倍の7.7億人となった。

その後、人口増加率は大きく上昇し、1950 年までの 200 年間で更に 3 倍以上の 25 億人にまで増加

した（Levi-Bassi(2012)）5。増加率は 1970 年代以降低下傾向にあるが、総人口は、2000 年には 61

億人、2015年には73億人に達した。国連のWorld Population Prospects 2015中位推計によれば、今

後も増加率は緩やかになっていくものの、総人口は 2050年には97億人、2100年には112億人にま

で増加するとされている(図1)。 

第 2次世界大戦後の人口増加は、その殆どが途上国によるものであり、それは、途上国において

人口当たりの死亡率と出生率(粗死亡率と粗出生率)の差が大きかったことによる(図 2)。Bongaarts6 

et al.(2000)によれば、1950年には、アフリカ、アジア、ラテンアメリカの途上国で一人の女性が産

む子供は6人程度であったとされるが、出生力はその多くで1960年代まで更に上昇を続けた 7。一

人の女性が一生に産む子供数の理論値である「合計特殊出生率(当該年の出産可能年齢(15～49 歳)

にある女性の年齢別出生率を足しあげたもので、人口の年齢構成に影響を受けない。本稿ではこれ

を「出生率 8」とする)」についても、1960年代、中低所得国全体では 5を、アジア太平洋途上国で

は 6を上回る水準にあった。 

 

（人口転換論） 

産業革命以降の人口の長期的変動には、各国の人口構造が多産多死から多産少死、更には少産少

死への変化するいわゆる「人口転換」が影響していると考えられてきた。人口転換論は、欧州諸国

                                            
4 本稿では「東アジア」を、特に断りない限り、日中韓等の狭義の東アジアに加え、東南アジアも含めた広義の地域

としてみている(脚注1再掲)。 
5 Livi‐Bassi(2012)は産業革命以降の急速な人口増加を、急速な資源蓄積、環境のコントロールと死亡率低下によるも

のだとした。 
6 Bongaartsは多数の大きな成果を残しているが、本稿では直接取り上げなかった重要な成果として、Davis and Blake
による先行研究(Davis et al.(1956))等も踏まえ、出生力に影響を与える様々な要因を体系づけ、間接要因（社会経済・

文化・環境変数）が、直接出生力に影響を及ぼす生物学的・行動的要因である近接要因（婚姻・避妊・中絶など）を

通じて出生力に影響を与えるという出生力決定の枠組みを構築したことが挙げられる(Bongaarts(1978))。 
7 Heuveline et al.(2015)は、途上国における限定的な出生力増加について、性感染症の減少やそれに伴う不妊の減少ゆえ

だとした。 
8 本稿で用いている「出生力(fertility)」は、人口において、出生(birth)という事象が発生する水準を数量的に示す人口

統計学上の包括概念の一つである。 
 これに対して、一般に「出生率(fertility rate(あるいはbirth rate))」とは、出生力の指標・尺度の一つと位置づけられ

る。本稿では、特に断りない限り、このうち、最も一般的な指標の一つである合計特殊出生率(TFR: total fertility rate)」
を「出生率」と表記している。 
  厳密には「出生力」という概念と「出生率」という指標は異なるが、文献によっては同義で使われている。 (岩澤

(2010)、別府(2010)、佐藤他(2012))    (脚注2,3と同旨) 
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で粗死亡率・粗出生率がそれぞれ異なるタイミングで低下する過程から導き出されたものである(河

野(2007))。 

人口転換が進む過程においては、多産少死の段階で人口増加率が高まることとなる。途上国では、

第 2次大戦後、主として先進国・国際機関からの近代医薬の導入による死亡率の急低下・出生率と

のギャップの拡大により(阿藤(2012a))、人口が爆発的に増加した。 

20 世紀前半以降に複数の専門家からそれぞれ提唱された「人口転換論」は、出生力 9決定理論の

いわば granddaddy (Mason(1997))である。提唱者の一人である Notestein は、欧州における出生力低

下の背景として、都市生活における家族機能の減少、若年の移動拡大や都市生活の匿名性を背景と

した家族や共同体における伝統的行動へのプレッシャーの減少、急速な社会発展を背景とした新た

な技能・教育・合理的な考え方の取得の重要性増加と、子育て費用の上昇、死亡率低下による多産

へのインセンティブ低下、女性の新たな経済的役割等を挙げた。また、欧州の経験を踏まえ、一般

的に経済社会の発展が出生力の低下につながり、人口転換論は世界中に広く適用可能だとした。 

しかし、Notesteinは同時に、アジアのように人口密度が高い地域の状況は 10欧州の100年前とは

全く違っており、そこに世界人口の半分以上が住んでいることを踏まえれば、食料供給と人口変化

の両面から大きな問題があると警鐘を鳴らした。即ち、これらの地域は、一人当たり耕地面積が狭

く、その拡大の難しい農耕社会であった。その中で人口増加と一人当たり所得の増加を両立させる

には、非農業部門による雇用吸収と農業生産の増加の両立、増加する巨大な人口を養う食料の確保

といった課題に、当該地域の政府の脆弱性、農民の教育水準の低さ等を前提に対処する必要があっ

た。これらの初期状況と医療技術の改善(による死亡率の低下)を前提とすると、当該地域において

は、経済発展のプログラムとともに、結婚年齢の引上げや避妊の普及が必要不可欠であるとした。

また、農耕社会では一般に大家族が好まれるが、子供数を制限したいという潜在的な母親等の希望

を実現するための価値観の変革が必要であるとした(Notestein(1953))。 

一方、人口転換論の提唱者のうちDavis は、Notestein が多数の要因の中の一つに位置づけていた

死亡率の低下とそれに伴う人口の自然増加が出生力に与える影響を強調した(Davis(1963))。 

このような人口転換の過程における出生力の高水準から低水準への継続的かつ不可逆的な低下

の過程を出生力転換という(津谷(2010))。 

こうした中、ローマ・クラブが発表した『成長の限界』は、人口増加や環境汚染などの現在の傾

向が続けば100年以内に地球の成長は限界に達すると警鐘を鳴らした（メドウズ他(1972))。 

                                            
9 「出生力」については脚注8参照。 
10 ここでのNotesteinの議論には日本は含まれていない。 
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(20世紀後半の人口開発問題－人口政策のパラダイム転換－) 

1969年、国連人口活動基金(UNFPA11: United Nations Fund for Population Activities)が活動を開始し

た。 

1974年に国連主催でブカレストで開催された世界人口会議(World Population Conference)では、政

府による人口増加の抑制とそのための家族計画プログラムの実施を求める西側先進国と、人口抑制

よりも経済発展こそが重要だとする途上国 12及び東側諸国が対立したが、最終的に合意された「世

界人口行動計画(1975 年から 20 年間)」では、人口政策は開発政策の不可分の一部であること等が

合意され、前後して多くの途上国が家族計画プログラムを採用した。 

1984年にメキシコで開催された国際人口会議(International Population Conference)では、世界人口の

安定化の必要性について概ねコンセンサスができ、途上国側が自国の家族計画プログラムの成果を

誇る一方で、それまで人口増加抑制に主導的立場にあった米国政府は「経済発展にとって人口要因

は中立的」であるとして従来の立場を変化させた。 

1994 年にカイロで開催された国際人口開発会議(ICPD：International Conference on Population 

Development)では、従来の、政府による人口増加抑制を求める人口政策的アプローチ(これはいわば

「マクロ的視点」といえる)から大きなパラダイム転換が行われた。同会議で採択された「行動計画」

では、いわばミクロ的視点であるリプロダクティブ・ヘルス/ライツ(reproductive health/rights, 性と

生殖に関する健康と権利)が中心概念となり、また、ジェンダー平等・衡平 13と女性のエンパワーメ

ント(gender equality, equity and empowerment of women)が強調された。こうした ICPD行動計画の考え

方は、1995年の第4回世界女性会議 14、ミレニアム開発目標(MDGs15)を経て、現在の持続的開発目

標(SDGs16、国連総会採択(2015年))につながっている(国際協力事業団(2003)、阿藤(2012a)、 国連総

会採択(2015)、内閣府男女共同参画局ホームページ 17、UNFPAホームページ 18等)。 
                                            
11 国連人口活動基金は1987年に現在の名称である国連人口基金(United Nations Population Fund)となった。しかし、

UNFPAという呼称は、既に浸透していたため現在もそのまま使われている。 
12 インドの政府代表は「開発は最良の避妊薬である」とした。 
13 gender equality(ジェンダー平等)とgender equity(ジェンダー衡平)については、「Ⅲ．先進国の低出生力－仕事と家庭の

両立の重要性の高まり－ 3．女性の働き方・ライフスタイル・男女の役割分担等と出生力 (ジェンダーと出生力)」
を参照。 
14 1995年第4回世界女性会議北京宣言では、「女性及び男性の教育及び保健への平等なアクセス及び平等な取扱いを

保障し、教育を始め女性のリプロダクティブ・ヘルスを促進する」とされた。 
15 2000年9月の国連ミレニアムサミットで採択された「国連ミレニアム宣言」と1990年代に開催された主要な国際

会議やサミットでの開発目標をまとめたもの。 
16 SDGs関係部分抜粋 
目標3 あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する 
 3.7 2030年までに家族計画、情報・教育及び性と生殖に関する健康の国家戦略・計画への組み入れを含む、性

と生殖に関する保健サービスをすべての人々が利用できるようにする。 
 3.8 すべての人々に対する財政リスクからの保護、質の高い基礎的な保健サービスへのアクセス及び安全で効

果的かつ質が高く安価な必須医薬品とワクチンへのアクセスを含む、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）
を達成する。 

目標5 ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う。 
 5.6 国際人口開発会議（ICPD）の行動計画及び北京行動綱領(1995年世界女性会議で北京宣言とともに採択さ

れたもの)、ならびにこれらの検証会議の成果文書に従い、性と生殖に関する健康及び権利への普遍的アクセ

スを確保する。 
17 http://www.gender.go.jp/international/int_standard/int_4th_beijing/index.html 
18 http://www.unfpa.or.jp/ 
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(途上国と先進国の出生力低下とそのコンバージェンス) 

途上国では、1960 年代の終わりまでに 141 か国中 47 か国で、70 年代には更に 32 か国で、80 年

代には更に25か国で出生力転換が始まった(Bongaarts et al.(2000))。低・中所得国全体でみた出生率

も、1960年代半ばをピークに低下を始め、2014 年では2.58となった(図3)。 

東アジア太平洋諸国(高所得国を除く)では出生率の低下は特に急速であり、2014年で1.81となっ

ている。中国(一人っ子政策)、ベトナム(一人か二人っ子政策)といった強制力ある政策がとられた国

ではもちろんであるが、同地域のそれ以外の国の中では、とりわけタイの出生力低下が顕著であり、

1960年に6.15に達していた出生率は、1990年代には置換水準を下回り、2000年には1.67、2014年

には1.51にまで低下した(図6)。 

他方、OECD 諸国の出生率は、1980年代には人口置換水準(約 2.1)を下回り、2002年には1.76に

まで低下した後、2008 年には 1.83 まで回復したが、以降、停滞し、2014 年で 1.74 となっている。

結果、我が国等では既に総人口が減少に転じている(World Development Indicators)。 

Wilson(2000)は 1950～2000 年の世界的な出生力のコンバージェンス(収束)をクロスカントリーデ

ータで実証し、出生力の収束が経済発展よりもはるかに速く進行した結果、世界の大多数が豊かに

なる前に、人口の大部分が人口学的に「近代的」な状況下にあるとした。Dorius(2008)は、更に、1955

～2005 年のデータを用い複数の方法でコンバージェンスを検証し、特に 20 世紀の終わり以降、出

生率の高い国でより大きく出生率が低下し、また、クロスカントリーデータでみた出生率の標準偏

差が次第に小さくなってきていること等を示した。 

  

(出生力を「引き上げる」スタンスの国の増加) 

国連は数年おきに人口政策の状況について各国に尋ねている。 

このうち出生力に関する政策については、1976年時点では、先進地域 7か国、途上地域5か国が

「引き上げる」としていたにすぎなかったが、2015年には、先進地域31か国、途上地域24か国に

まで増加した。アジア途上地域についてみると、1976年の2か国から、2015年には17か国と大幅

に増えており、途上地域の低出生力は特にアジアにおいて政策課題と認識されていることが多いと

いえる(図4)。 

もちろん、2015 年調査においても、世界の 83 か国(すべて途上地域)が出生力を「下げる」とし

ており、出生力の引下げが依然として多くの途上国の課題であることに変わりはない。しかし、先

進地域で「引き上げる」としている国の数は、7(1976 年)⇒8(1986 年)⇒16(1996 年)⇒24(2005 年)⇒

31(2015 年)と 1990 年代以降伸びが高まっており、途上国においてもこうした状況が生じる可能性

はあること、各国の低出生力へのコンバージェンスが顕著になっていること、出生力を「引き上げ

る」とする途上国アジアには中国等人口の多い国が含まれていることに留意が必要である。 

 

（途上国の出生力低下の検討意義） 

Kohler et al.(2002)は、世界の人口の大半が置換水準の近傍ないしそれ以下の出生力の地域に暮ら

している中では、出生力のレベルについてみていく上では、「先進国」と「途上国」という区分け
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自体が次第に消えてきているとした。そして、低出生力へのコンバージェンスに関して、①当初高

出生力だった国々において、置換水準以下の出生力の国が急速に増加し、他の社会経済的な特徴の

コンバージェンスよりも早く出生力のコンバージェンスが進んだこと、②(人口転換の結果、)出生

力は置換水準近傍で安定するだろうという従来の見通しは消えたこと、③先進国の出生力の状況が

1990年代後半以降多様化し、一部の国の出生率は 1.3を下回る lowest-low fertilityとなっていること

を指摘した。 

阿藤(2012a)は、地球規模的人口増加問題の緊急性がやや薄らいできたとし、新たな、あるいは残

された人口問題として、①残された高出生率・高人口増加率地域、②HIV/エイズの蔓延、③少子化

と人口減少、④グローバル・エイジング、⑤国際人口問題の増大の 5点を挙げた。 

阿藤は、このうち③の少子化と人口減少について、主として先進国固有の問題であるとしながら

も、超長期の観点からみて、人類が生み出した近代文明の行方を左右する最も重要な人口問題なの

かもしれないとし、ヨーロッパ諸国と日本は、この人類的課題に対する取組みを迫られた「先駆者」

ともいえると位置づけた。 

 

我が国は、経済社会のつながりの深い東アジアの国々における低出生力やそこから生じる課題の

解決に向けて積極的に関与すべきと考えられる。加藤(2016a)は、アジアに広がる出生力の低下につ

いてタイ、ベトナム、中国等を例示して政策対応の必要性があることを、大泉(2016)は、少子化と

平均寿命の延伸によってASEANの農村部が高齢化していることから、我が国は加盟各国の高齢化

対策に早い段階から協力・支援していくべきであることを指摘している。 

我が国は、途上国の人口問題の解決に向け、UNFPA 等の国際機関への拠出や技術協力等を通じ

て貢献してきた。2015年2月に閣議決定された「開発協力大綱」では、我が国は「高度経済成長期

の体験だけでなく、人口減少や高齢化への対応、震災復興等、現在直面する課題からも、数多くの

教訓を得ている。このような我が国が有する経験と知見、教訓は、世界が現在直面する開発課題の

解決に役立つものであり、その活用に関する国際社会の期待も高い」とし、「地球規模課題への取

組を通じた持続可能で強靭な国際社会の構築」のため取り組むべき課題の一つとして、「高齢化を

含む人口問題への対応」を挙げている(閣議決定(2015a))。しかし、我が国自身の少子化への対応か

ら得た経験を途上国アジアの低出生力への対応に役立てるような取組みは今のところあまりみら

れない。 

 

(本稿の構成) 

本稿では、20世紀後半以降の先進国・途上国における出生力低下に関する議論、先進国における

低出生力やその回復可能性に関する議論、東アジア途上国の出生力低下とその経済社会へのインプ

リケーションに関する議論についてレビューを行い、東アジア途上国においても、低出生力の国々

においては、仕事と家庭を両立できる環境整備を速やかに進めることが必要であり、そのために我

が国の経験を活かすことができると考えられることを論じる。 

先進国の低出生力に関する近年の研究においては、女性の労働参加の一般化に伴い、女性の働き
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方や男女の役割分担、それらに関する社会環境・政策等の重要性が指摘されている。こうした議論

は、東アジア途上国においても重要性を増すと考えられることから、本稿では出生力と女性の就労

との関係に特に注目する 19。 

                                            
19 女性の参画促進について、開発協力大綱(閣議決定(2015a))は「誰ひとり取り残されない、包摂的な開発を実現する

観点から、開発のあらゆる段階において、女性を始めとする社会の多様な関係者の参画を確保することが重要な課題」

としている。 
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(図 1) 世界人口の推移（1000人単位） 

 
資料) United Nations, World Population Prospects 2015. 
備考) 

・2020～2100年は中位推計値。 

・途上地域(less developed regions)と先進地域(more developed regions)の分類は国連による。日本以外の

アジアは途上地域に含まれる。 

 
 

(図 2) 粗出生率と粗死亡率（人口 1000対） 

【途上地域(Less Developed Regions)】    【先進地域(More Developed Regions)】 

   
資料) United Nations, World Population Prospects 2015. 
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(図 3) 合計特殊出生率の推移 

 
資料) World Bank, World Development Indicators. 

 
(図 4) 先進地域・途上地域各国の出生力に関する政策の推移 

【途上地域(Less Developed Regions)】      【先進地域(More Developed Regions)】 

(国数)                       (国数) 

  
資料) United Nations, World Population Policy Database. 
備考) 

・国連実施の人口政策に関するクエスチョネアのpolicy on fertility levelに対する回答か 
ら作成。回答には、 “lower” “maintain” “no official policy” “raise”の4種類がある。 

(ただし、2013年調査までは “no official policy”はなく、 “no intervention”という 
選択肢があった。) 

  ・調査は1976、86、96、2001、03、05、07、09、11、13、15年に行われており、 
  本グラフ・表は、うち5時点のデータを用いて作成。 

  ・2015年調査で raiseと答えた途上地域アジア17か国は以下のとおり。 
   アルメニア、中国、キプロス、北朝鮮、グルジア、イラン、イスラエル、クウェート、モンゴル、カタール、

韓国、サウジアラビア、シンガポール、タイ、トルコ、トルクメニスタン、アラブ首長国連邦 
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Ⅱ．出生力低下の背景に関する 20世紀後半の理論 
 
世界的に出生力の低下が進行した20世紀後半には、出生力低下をめぐる議論が盛んに行われた。

出生力低下をめぐる歴史的にも地域的にも多様な状況から、これまで蓄積されてきた研究成果も多

種多様である。例えば、Balbo et al.(2013)は、先進国 20における出生力の決定要因について包括的に

レビューし、micro-level の決定要因(11 種類)、meso-level の決定要因(4 種類)、macro-level の決定要

因(8 種類)に分類している。仮の途上国も含めてこうした分類を行えば、その決定要因は更に多く

なると考えられる。以下、主要な議論の一部を紹介する 21。 
 
(Leibensteinによる経済発展と出生行動の関係の強調) 

20世紀後半、経済学から出生力の低下を説明する理論が大きな流れとなった 22。 

先駆的存在であるLeibenstein23は、経済発展における人口問題の重要性を強調した。彼によれば、

個人の出生行動は、追加的な子供を持つことの限界効用(消費効用、所得効用、年金効用)と限界費

用(直接費用(養育費・教育費)、間接費用(機会費用))によって決定される(Leibenstein(1957))。経済発

展に伴い、所得の増加、女性の社会参画が進めば、限界効用は減少し、限界費用は増加すると考え

られる。 
 
(Easterlinによる相対所得仮説(米国ベビーブームの説明)) 

20 世紀初頭には約 4 であった米国の出生率は急速に低下し、1940 年代には 2 近くにまで落ちた

(Hotz et al.(1997))。第2次大戦後には 1946～64年 24の長きにわたるべビーブーム(3を超える出生率

を記録)を経た後、出生率は再び低下した。1978 年に 1.76 を記録して以降は、出生率は増加傾向で

推移し、1989～94年、1999～2009年に 2を超えたが、2014年では1.86となっている(人口統計資料

集、World Development Indicators、図5)。 

一方、女性労働参加率 25は 1960 年の 42％から 90 年代後半には 70％を超える水準にまで上昇し

たが、足下では 60％台後半で推移している(OECD Stat、【コラム1】)。 

ペンシルべニア学派のEasterlinは、米国のベビーブームを説明すべく、青年男子の所得が両親の

過去の所得に対して高ければ、見通しが明るくなるので子供を持つとする相対所得仮説を提示し、

更に相対所得はコホート 26のサイズによって規定されるとした(Easterlin(1987))。即ち、第 2 次大戦

後に労働市場に参入した世代は、コホート規模が小さく競争が少ないため、豊かになることが容易

だったことから、女性は家庭で出産子育てに専念し、結果的に長期にわたるベビーブームを支えた

と考えられる。ところが、その後の世代ではコホート規模が大きくなったために相対所得が低下し、

                                            
20 Balbo et al.(2013)は、ここでの先進国の定義を「避妊が既に defaultの選択肢となっている」ところとしている。 
21 人口転換論を出発点とした出生力低下の背景に関する議論全般の大きな流れをレビューした文献として、

Hirschman(1994)、Kirk(1996)、Mason(1997)、Bongaarts et al.(2000)、河野(2007)等が挙げられる。 
22 出生力低下に関する経済学的なアプローチの全体あるいは一部を詳しくレビューしたものとして、大淵(1988)、Arroyo et 
al.(1997)、Hotz et al.(1997)、加藤(2001、2007)等がある。 
23 Easterlin とともにペンシルべニア学派の主要人物の一人である。 
24 https://www.sec.gov/news/press/extra/seniors/agingboomers.htm 
25 15～64歳人口に占める労働参加率。 
26 
同じ時期に同じ人口事象を経験した集団。通常は出生コホートのことを指す(和田(2010))。 
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女性は家から出てて就労するようになり子供の数が減ったとする。この理論によればコホート規模

は循環的に変動することになる。 
 
(Beckerらによるミクロ経済学からのアプローチとその発展) 

Beckerは、ミクロ経済学における個人の合理的選択の枠組みに出生力決定を取り入れ、出生力の

経済学を大きく飛躍させた。An Economic Analysis of Fertility(1960)では、所得が上昇すると「子供の

質」に対する選好が高まる結果、子供の数を減らそうとするという「質・量モデル」を提示した 27。

また、家庭内外での活動の意志決定に時間の概念を取り入れ、時間の価値が家庭内の活動でも重要

な役割を果たすことを示した時間選択の理論を発表した。更に、男女はそれぞれが独身でいるより

も得るものが大きければ結婚するとした。その場合、男女の賃金格差は大きいほうが結婚による分

業の利益も大きいこととなる(Becker (1960,65,74))。 

Becker を中心とするシカゴ学派と呼ばれるグループは、これらの枠組みを発展・精緻化させた。

その際、重要なポイントとなったのが女性労働参加の顕著な増加と出生力の低下の関係である(Hotz 

et al.(1997)。女性の就労や出生力の決定に関するモデルの代表例であるWillis(1973)では、妻の教育

年数や就業年数が増加すると、それが妻の賃金、更には育児の機会費用を通じて「子供のコスト」

を上昇させる一方で、世帯所得の増を通じて、子供の質と人数の積として表現される「子供からの

サービス」への需要を増やす効果があるとした。そして、一定の仮定の下で「子供のコスト」の「子

供の人数」に関する効果は負となること、即ち女性の賃金上昇は出生力の低下につながることを示

した 28。 

一方、ミクロ経済学から導き出された理論にマクロデータでアプローチした代表的なモデルが

Butz=Ward Modelである(Butz et al.(1979))。1960年代の米国では、男性の所得の増加と出生力の低下

が顕著となったことを説明しようとしたものである。そこでは、夫の所得上昇は出生力に正の影響

を持つ一方で(所得効果)、妻の賃金上昇に関しては、所得効果も考えられるものの子供を持つこと

の機会費用を上昇させることによる出生率へのマイナス効果が大きいとした。このモデルによれば、

1950 年代のベビーブームは男性の収入の増加により説明され、1960 年代の出生力の低下は女性の

賃金の上昇によるものだとされる。 

更に 1980 年代に入ると、動学的ライフサイクルモデルにより、子供数、第１子出産年齢、出産

間隔、避妊方法の選択等についてまで議論に取り込まれるようになった(Hotz et al.(1997))。 

以上は、主に先進国を念頭においたものであるが、Barro and Beckerは、内生的成長論の一環とし

てマクロ動学モデルで長期的な国の経済発展の過程における出生力の低下について説明した(Barro 

et al.(1989))。これによれば、定常的な人口成長率は一人当たり消費の成長率と負の相関があるとさ

れる。 

                                            
27 18世紀後半にMalthusが、所得の増加は子供の死亡率の低下や早婚化・禁欲の減少を通じて家族のサイズを拡大さ

せるとしていたところ、現実には子供数が減っていることを説明するのが目的だったとしている(Becker(1960))。 
28 Willis(1973)では、1960年のアメリカのデータを用いた実証分析も行っており、第2次大戦後の欧米で、クロスセク

ションでみた出生力と夫の所得の関係がU字型になっている、換言すれば中所得層の出生力が低いことについて、夫

の所得増の出生力に対する効果が、妻の教育水準が低い場合は負、妻の教育水準が一定以上になると正になること、

また妻の教育水準と夫の所得水準には正の関係があることによるものとだとした。 
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(Easterlinによる需要供給理論(経済学と社会学の統合)) 

前述のEasterlin は更に、社会経済の近代化が普遍的に出生力の革命(6⇒2 程度への出生率低下)に

つながることについて説明し、第 2次大戦後の途上国における人口爆発は一時的なものである可能

性を示唆する、経済学的理論と社会学的理論を結びつけた総合的な需要供給理論を構築した

(Easterlin et al.(1985))。ここでは、需要(親が欲する子供数)、供給(家族規模の制限をしない場合の生

存児数)、調整費用(家族計画利用等に関する費用)の3点が出生力に影響を与えるとされる。需要超

過の前近代社会から、近代化に伴い需要が減少し、やがて供給超過となる。供給超過幅が拡大し同

時に調整費用が低下すると、意図的な子供数の調整が始まり、最終的には需要と現実の子供数が一

致するとされた。このモデルにおいては、前近代社会の出生力は社会学的な供給により、近代社会

の出生力は経済学的な需要により規定されることとなる。 

こうした中で、1980 年代には、シカゴ学派とペンシルべニア学派の実質的な融和が進んだ(大淵

(2010))。 
 
(Caldwellによる富の流れ理論(人類学的アプローチ)) 

 Caldwellは、アフリカにおける人類学的調査を踏まえ、親子間での富の流れの「子⇒親」から

「親⇒子」への変化が出生力の低下につながるとする「世代間での富の流れ理論」を提示した

(Caldwell(1976))。彼は、出生力に関するレジームには、出生力制限に経済的利益のない社会と、経

済的利益のある社会しかないとし、どちらの社会においても、個人の行動は経済的に合理的である

ことを強調した。また、富の流れの逆転の背景に、子供への支出を重視し核家族を志向する西洋的

思想の流入があるとし、それは産業化とは独立のものであるとした。 
 
(規範等の伝播・拡散、社会的相互作用) 

1960~70年代にプリンストン大学のAnsley J. Coaleらによって行われたEuropean Fertility Project

は、人口転換論を検証すべく、入手可能な過去のデータから間接的に出生力を測定する指標を開発

し、欧州のほぼ全域における出生力の低下状況を描き出そうとしたものである(阿藤(1996))。Coale

は研究の結果、有配偶出生力低下の前提条件として①出生力が社会倫理からみて選択可能なもので

あること、②効果的な出生力抑制手段が利用可能であること、③出生力の抑制に利益があることの

3点を挙げた(Cleland et al.(1987)、阿藤(1996))。また、本プロジェクトの重要な結論の一つは、欧州

で 19 世紀に始まった出生力の低下は、従来人口転換論が想定していた都市化・教育・死亡率とい

った社会経済的変数よりも、宗教、言語、民族性、地域といった文化的要因によって説明されると

いうことであった(Anderson(1986))。 

Cleland and Wilson(1987)は、人口転換論に始まるこれまでの出生力低下に関する議論が、経済学

にせよ、社会学にせよ、Coaleが挙げた有配偶出生力低下の 3つの前提条件のうち、3つめに関する

ことに集中しており、最初の 2つ、即ち避妊についてあまり触れていないとした(数少ない例外とし

て、Easterlinの需要供給理論を挙げている)。その上で、1970~80年代に行われた途上国を含むWorld 

Fertility Survey のデータを用い、経済的な構造変化よりも、文化的に同質な人々の間での避妊に関
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する考え方の伝播こそが、出生力の低下に対してより大きな影響を持つ可能性があるとした。 

Hirschman(1994)は、European Fertility ProjectやWorld Fertility Surveyのデータに基づく検証が人口

転換論を危機に陥れた一方で、それ以外の新たな理論のいずれも地域や時代で多様な出生力低下の

状況を統一的に説明できていないとした。 

Bongaarts and Watkins(1994)は、人口転換論等が前提としたとおり、経済社会の発展が出生力の低

下に関係していることを、1975年以前に出生力転換が始まった途上国における出生力低下のスピー

ドと、出生力転換が始まった時点での各国の国連人間開発指数 29の水準との間の正の相関関係から

示すとともに、出生力転換における社会的相互作用(social interaction)の重要性を示した。社会的相互

作用とは、地域内、国内、更には国際間で少子化や近代的避妊法に関する情報が伝わり、それが個

人の姿勢や行動に互いに影響していくプロセスである。Bongaarts(2006)は、情報や考え方の伝播・

拡散や社会的相互作用は、出生力の低下を早めることも遅らせることもありえ、出生力転換前の社

会において避妊を受容することへの抵抗力となる一方で、一たび低出生力への社会的相互作用が起

きれば、それが出生力の急激な低下につながるとした。後述するようなアジアの国家家族計画プロ

グラムも社会的相互作用に大きな影響を与えたとされる。そして、こうした伝播・拡散や社会的相

互作用が、特に出生力転換の初期における出生力低下を加速する一方、出生力転換が軌道にのると、

社会経済の発展の程度が出生力転換の進展に、より大きな影響を与えるようになるとした。 

                                            
29 国連人間開発指数(HDI、Human Development Index)：平均寿命、教育年数、一人当たりGNIから算出、UNDP(国連

開発計画)が作成公表。 
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Ⅲ．先進国の低出生力－仕事と家庭の両立の重要性の高まり－ 

１．低出生力の背景  

 
既にみたように OECD 諸国の出生率は 1980 年代半ばから置換水準(2.1)を下回っている

(below-replacement fertility)。しかし、出生率をめぐる国々の状況は多様である。ドイツ、日本では、

90年代から2000年代初頭にかけては 1.3 を下回る lowest-low fertilityも記録したのに対して、スウ

ェーデン、フランス、イギリス、アメリカといった国々では、1.5 を下回る very-low fertilityには到

っていない。また、90 年代後半から 2000 年代初頭にかけて多くの国で出生率の下げ止まりと小さ

なリバウンドがみられたが、その動きは近年やや停滞傾向にある。 

Kohler, Billari and Ortegaは lowest-low fertilityに焦点をあて、1.3という出生率は定常状態では 45

年間で人口半減する等、経済社会全体に非常に大きな影響を持つ水準であり、そのような水準に至

った背景として、①出産年齢の上昇による出生率の歪み 30、②経済社会変化(若年の高失業、職の不

安定等)への個人の合理的反応、③経済社会変化への個人の反応を増幅する社会的相互作用プロセス、

④不十分な子育て支援制度、⑤出産の先送りの完結出生率(最終的な(生涯での)子供数)への負の影響

(その程度は、女性の労働市場参入が容易な国において少なく、出生率の国による差はこれによって

説明される)の5点を挙げた(Kohler et al.(2002))。 

Engelhardt et al.(2002)は、子育てと女性の就労の両立を容易にする社会レベルの取組みや子供のコ

ストを低下させる政策の出生力への影響を分析するアプローチが新たに出現してきており、また、

夫の賃金に代わって、女性が仕事と子育てを両立できるかどうかが重要になってきているとした。

D’addio et al.(2005b)も、OECD 諸国の政府が次第に低出生力を大きな政策上の問題と位置づけ、出

産や子育ての障害を取り除く政策を採るようになってきたことを指摘した。その上で、(先進国の)

出生力決定に関するこれまでの殆どの分析は、BeckerやLeibensteinらから始まった経済学的モデル

に依拠してきたが、このモデルは、各国の政策効果も含めて様々な経済社会要因の出生力への影響

を分析するための枠組みを提供するとした。 

Sleebosは、先進国における出生力の低下における①将来の経済、社会、個人的状況に関する不確

実性が増す中での子供を持つことのリスク回避、②脱物質主義（個人の自己実現等）の台頭・伝統

的権威からの自由・ジェンダー役割の変化の重要性を指摘した上で、OECD諸国における出生力低

下の要因を概ね以下のようにまとめた。 

 

① 子供の効用の低下 

ファミリービジネスや高齢者ケアにおける子供の重要性の低下、子供のもたらす心理的効用

の低下等 

② 子供のコストの増加 

子育てコストの上昇、都市部の高い住居費、子育ての機会費用の上昇 

                                            
30 「Ⅲ．先進国の低出生力－仕事と家庭の両立の重要性の高まり－  ２．出生力の回復可能性 (出産の高年齢化の

減速)」を参照。 
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③ 広義の経済的要因 

女性の活躍可能性拡大の結果としてのプロフェッショナルなゴール追求、所得や 職業の

見通しの低下、将来の成長の不確実性の増加、高度なスキルの必要性からくる教育期間の

長期化、学校から就労への移行の困難化 

④ 個人のライフスタイル変化 

子供に関する価値観変化、永続的なパートナーシップ形成の困難化、結婚から同棲への志

向変化、パートナーシップの不安定性の増加 

⑤ 社会的規範の変化 

家庭内の役割分担の男女不平等、収入やキャリアの男女不平等、男性世帯主モデル の福

祉システムと女性の経済的役割の変化の齟齬、家族と女性の役割に対する否定的な社会の

姿勢 

 

更に、先進国における関連する政策について、直接的政策である資金面でのインセンティブ付与

は上記②に、間接的政策のうち、チャイルドケアは②・③、育児休業は③・⑤、仕事と生活の調和

のための施策は③、福祉システム及び税制は④に対応するとした(Sleebos(2003))。 
   
Ⅱ．で紹介した理論的枠組みのうち、人口転換論からCaldwellまでの理論を上記の枠組みでみれ

ば、総じて「①子供の効用の低下」や「②子供のコストの上昇」を強調してきたといえる一方、規

範等の伝播・拡散、社会的相互作用は④につながる考え方だといえる。また、近年の先進国の低出

生力を分析する上では③～⑤の要因の重要性が高まってきていると考えられる。 

より新しくまとめられたRindfuss and Choe(2016)は、出生率が置換水準以下にある10か国に関す

る分析を踏まえ、教育、労働者としての自己の確立、独立の家計運営、家庭と仕事の両立等のライ

フコースに関する明確な道筋がみえると、女性とそのパートナーは子供を持とうとするとした。ま

た、女性は、将来に自信を持つことができ、家庭内の役割分担のジェンダー衡平が納得できるレベ

ルである時に、子供を持とうとするとした。他方、出生率が特に低い国の共通点として、仕事と家

庭の両立が非常に難しく、教育システムが両親がフルタイムで働くことを難しくしており、子育て

を含む家庭内の役割分担のジェンダー不衡平が大きいことを挙げた。また、東欧では雇用の不安定

性が突然増大したことが出生力に影響しているとした。これは主に上記③、⑤に着目した議論とい

えるだろう。 

以下、先進国の低出生力を説明する 2つの理論を紹介する。 
 
(第 2の人口転換論) 

欧州における置換水準を下回る出生力を説明すべく提唱されたのが、Van de KaaやLesthaegeの

「第2の人口転換論」である。下記のとおり、これはSleebos(2003)における「④個人のライフスタ

イル変化」に力点を置いた理論と言える。 

Van de Kaa(1987,2002)は、第 2の人口転換の背景として、欧州における個人主義の台頭を挙げ、

出生力が置換水準にまで戻ることは考えにくく、将来的に欧州の多くの国が人口減少に向かうだろ
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うとした。また、第 2の人口転換の主要な人口学的特徴として、①出産年齢の高まり等を反映した

出生率の大幅低下と、置換水準を大きく下回るコホート完結出生率(各世代毎の生涯での出生率)、

②合計初婚率の大幅低下、③離婚率の上昇、④同棲の増加、⑤婚外子の増加、⑥近代的避妊法の普

及による避妊行動の変化を挙げた。 

Lesthaeghe(2014)は、第2の人口転換論の発展を振り返り、①パートナーシップ形成の変化、②倫

理、政治、性、教育等多くの局面での価値観の変化が子供を持つことの決定に中心的な役割を果た

すようになったこと、③構造的で永続的な特徴としての置換水準以下の出生力、を正しく予想して

いたとする。加えて、Easterlin の相対所得仮説のような循環的な出生力変動はもはや期待できない

こと、第 2 の人口転換論は従来の経済学や社会学による出生力低下理論と矛盾するものではなく、

むしろそれらを含んだ包括的なものであることを強調した。そして、当初欧州を想定していた理論

であるが、日本を含めた他地域にも広がりつつあるとし、第 2の人口転換の将来的帰結として、更

なる高齢化、移民の統合(integration)、他文化への適合、パートナーシップの不安定化、家計の複雑

化、貧困の拡大、特定の家族類型における排除等を指摘した。 
 

(低出生力の罠) 

Lutz et al.(2006)は、低出生力が、 

・潜在的な母の数の減少を通じて人口成長に負に働くという人口要因 

・現実の子供数低下の結果、若い世代の理想子供数が減少するという社会学要因 

・人口構成の高齢化等から期待所得が減少する一方で若者の経済的アスピレーションは高まる結

果、出生力を引き下げるという経済的要因(Easterlinの相対所得仮説を踏まえたもの) 

の 3点を通じて出生力を更に低下させる「低出生力の罠」の可能性を指摘し、政府の早急な対策

が必要だとした。これは、Sleebos(2003)のうち、「③広義の経済的要因(将来の成長の不確実性の増

加)」や「④個人のライフスタイル変化(子供に関する価値観の変化)」に力点をおいた理論といえる。 
 
（経済危機と出生力） 

2008年の世界金融危機以降、先進国の出生力の回復に足踏みがみられる中、経済危機と出生力の

関係について論じた研究も少なくない。Sobotka et al.(2011)は、1980年以降の先進国のGDP 成長率

と出生力の関係から、経済危機後 1～2 年のうちに出生力の低下が起きるとした。これは

Sleebos(2003)の「③広義の経済的要因」に相当すると考えられる。 
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(図 5) OECD諸国の合計特殊出生率の推移 

 

 
 
資料) World Bank, World Development Indicators． 
 
 
 

２．出生力の回復可能性 
 
一方、OECD諸国の多くの出生率が1990年代の終わり頃から緩やかにリバウンドしたことから、

出生力の回復可能性に焦点をあてた研究も多くある。Myrskylä et al.(2013)は、出生力の回復要因に

関する研究について、①出産の高年齢化の減速、②経済社会の更なる発展、③ジェンダー衡平の進

展の3点からのアプローチにまとめられるとした 31。以下で、①、②の議論について紹介し、ジェ

ンダー衡平と出生力の関係については次節 3．で取り上げる。 
 
（出産の高年齢化の減速） 

Bongaarts and Feeneyは、(合計特殊)出生率は、quantum(量)効果の部分と tempo(テンポ)効果から構

成されるとした。quantum 効果部分は、出生率計測期間に出産タイミングの変化がなければ実現し

たであろう出生率、tempo 効果は出産タイミングの変化による歪みである。彼らは、この考え方に

基づき、tempo効果を除去しquantum部分だけを取り出した tempo-adjusted TFRの考え方を示した。

tempo adjusted TFRによれば、米国の 1970、80年代の置換水準を下回る(合計特殊)出生率の大部分

は出産年齢の上昇によって説明される。即ち、当該期間においては、出産を将来に先送りする若い

                                            
31 Arpino et al.(2015)は、出生力回復要因に関する研究について、経済社会の更なる発展、女性の雇用の規範化、仕事

と家庭の調和のための政策の3点にまとめているが、このうち、後者の2点について本稿では「３．女性の働き方・

ライフスタイル・男女の役割分担等と出生力」で取り上げる。また、阿藤(2012b)は、先進国の少子化の社会経済的背

景を論じているが、経済論的仮説、第2人口転換論、ジェンダー革命と伝統的家族間の相克に加えて、技術論的仮説

に言及している。技術論仮説は、欧米における1960年代の出生力低下にピルの導入の影響があったこと等に関する

仮説だったが、現在では、女性側の避妊法の普及率が低く女性の自己決定権が弱い国、そして、同性・婚外子の少な

い国（日本、南欧諸国）で少子化が進む結果になっているという意味合いに変わってきているとした。 
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世代と早々に出産を終えた高い世代が共存したため、各世代のその時点での出生率を足しあげた(合

計特殊)出生率は低くなる。しかし、やがて出産年齢の上昇が止まればこうした効果はなくなり、そ

れが 1980 年代終わり頃の米国における(合計特殊)出生率の上昇につながったとした(Bongaarts et 

al.(1998))。 

Goldstein, Sobotkaらは、lowest-low fertilityを経験した国々の状況の分析を通じて、1990 年代の初

期に始まった欧州と東アジアにおける lowest-low fertility は基本的に tempo 効果によるものであり、

少なくとも欧州においては lowest-low fertlityの時代は殆ど終了したとし、これらの国の各コホート

の完結出生率が1.5～1.8程度にまで回復するだろうとした。また、殆どの lowest-low fertilityを経験

した国において、経済状況の好転が出生率の増加に寄与したと考えられるとするとともに、これら

の国において lowest-lowという水準は低すぎると政府が政策スタンスを変えたことは明確な成果だ

とした(Goldstein et al.(2009))。 

Bongaarts and Sobotkaは、tempo adjusted TFRを更に改良した tempo- and parity- adjusted TFR に基づ

き、出生率のquantum部分は過去20年間ほぼ安定していたとし、1990年代後半から2008年までの

欧州の出生率の上昇の殆どは、出産の高年齢化の減速によるものだとした。また、コホート完結出

生率は 1940～60 年代生まれの女性の間ではゆっくりと低下していたが、この低下もほぼ終わり、

1970年代出生コホートでは安定するであろうとした(Bongaarts et al.(2012))。 . 

Myrskylä,Goldsteinらは、37の先進国のデータを分析し、①これらの地域の平均の出生率が1.5に

過ぎないのに対して、70 年代半ば生まれの女性のコホート出生率は約 1.8 と顕著に高いこと、②

very-low fertilityを経験した全ての地域でコホート出生率が横ばいないしは増加していることを示し

た(Myrskylä et al.(2013))。 
 
（経済社会の発展と出生力の回復） 

Myrskylä, Kohler and Billariは、クロスカントリーデータでみた国連人間開発指数と出生率の関係

が、1975年には負だったところ、2005年に逆 J 字型(ひらがなの「し」)の関係になったことを示し、

人間開発指数が既に高いレベルに達している先進国における更なる発展は、出生率の回復につなが

りうるとした(Myrskylä et al.(2009))。彼らは更に、1975～2008年の100か国以上のデータを使って、

出生率の反転はコホート出生率でみても確認できるとした(Myrskylä et al.(2011))。 

一方Furuoka(2013)は、人間開発指数は、その高い段階においても、出生率との関係は弱い負ない

しは平らであり、正の関係はみられないとした。 

これらを受け、Luci and Thévennonは、OECD諸国の1960～2007年のデータに基づき、一人当た

りGNIと出生率の間に逆 J字型の関係があり、一定水準からの更なる経済発展が出生率の回復につ

ながりうるとした(Luci et al.(2010)、Luci et al.(2014))。 
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３．女性の働き方・ライフスタイル・男女の役割分担等と出生力 

 
阿藤(2004)は、社会科学の分野にジェンダー視点を持ち込むことの第 1の意義は、すべての歴史・

社会現象を、単に人間一般の現象としてだけでなく両性の関係を含んだ現象として観察し解釈しな

おすことであるとし、特に人口研究との関係では、①性役割、近代化過程で生み出された性別役割

分業に基づく家族、即ち「近代家族」の成立と変化についての歴史的観察、「近代家族」を変化さ

せる女性の就労への研究関心、②リプロダクティブ・ヘルスに関連した分野が関わり深いとしてい

る 32。 

Esping-Andersen(2009)は、子供を持つかどうかの決定において、男性の所得の重要性が相対的に

低下し、子供を産む女性自身の雇用の安定性と出産子育てに伴い発生する機会費用が重要になって

きているとした。 

本節では、性役割、家族、女性の就労といった、阿藤(2004)における①の観点からジェンダーと

出生力の関係を論じた研究を紹介する。これは、前述のSleebos(2003)によるOECD諸国の出生力低

下要因との関係では、重要性が経時的に高まってきたと考えられる③～⑤33に位置づけられる。 

特に焦点を当てるのは、1990年代以降女性労働参加率と出生率の相関係数が従来の負から正に変

化したことについて注目が集まり、その変化に仕事と家庭の両立可能性が影響しているとの見方が

されるようになっていること、また、女性の就労が一般化する中で家庭内での役割分担や男女の意

識や教育の出生力に及ぼす影響の重要性が指摘されていることである。 
 

（ジェンダーと出生力 34） 

ジェンダーと出生力の関係について論じたMcDonald(2000)は、過去の西欧で高出生力が置換水準

程度にまで低下する過程に影響したのは、家庭内でのジェンダー衡平(gender equity)の進展によって、

子供数の関する決定を女性自身が行えるようになってきたことだとする。ところが、家庭内のジェ

ンダー衡平は、宗教を始めとする保守主義を背景に、今に至るまで進展のスピードが遅い。一方で、

その後、家庭内でのジェンダー衡平に追いつき追い越し急速に進展していったのが、家庭外での個

人レベルでの参政権や財産権、市場労働への参加などについてのジェンダー衡平である。そして、

これら2つのジェンダー衡平の非一貫性が very-low fertilityにつながっているとした。したがって、

もし家庭内でのジェンダー衡平が個人レベルのジェンダー衡平のレベルにまで高まれば出生力の

                                            
32 阿藤(2004)は、人口研究にジェンダー視点を持ち込む第2の意義として、経済政策・社会政策の策定並びに評価に、

男女平等の視点からの評価基準を取り入れることを挙げた。 
33 (抜粋・再掲)OECD諸国の出生力低下の要因(Sleebos(2003)) 
③広義の経済的要因 

(女性の活躍可能性拡大の結果としてのプロフェッショナルなゴール追求(後略)) 
④個人のライフスタイル変化 
⑤社会的規範の変化 

    (家庭内の役割分担の男女不平等、収入やキャリアの男女不平等、男性世帯主モデルの福祉システムと女性の経

済的役割の変化の齟齬、家族と女性の役割に対する否定的な社会の姿勢) 
34 ジェンダーと先進国の出生力転換について幅広く扱ったものとして岩澤（2004）がある。そこでは、出生力転換に

関して1980年代まで広く浸透していた3つの考え方として人口転換理論、性別に基づく核家族モデル、経済学から

のアプローチを挙げ、それらは、European Fertility Projectのような歴史的検証や、「1960年代後半以降のフェミニズム

第2の波に触発された女性学」によって批判にさらされることになったとされている。 
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回復が見られるだろうと結論づけた。 

McDonald(2006)は更に、社会自由主義と新資本主義が、人的資本蓄積と経済的安寧への個人のア

スピレーションを強め、それが家族形成を難しくしたとし、若者がリスクの中で家族形成する勇気

をもてる政策が必要であるとした。 

McDonald(2013)は、ジェンダー平等(gender equality)が、教育、雇用、賃金等の分野における男女

のアウトカムを比較することによって計測できる概念であるのに対して、ジェンダー衡平は、アウ

トカムそれ自体が平等かどうかではなく、男女がそのアウトカムを衡平だと認識しているかどうか

についての概念であることを強調し、先進国で出生率が 1.5を下回る very-low fertilityに陥るのは仕

事か家庭かの選択が女性にだけ課されている場合であり、very-low fertilityに陥らない国では仕事と

家庭の両立支援が確立しているとした。 

前述のMyrskylä et al.(2011))は、人間開発指数と出生率の正の関係がみられるかどうかは、その国

のジェンダー平等(World Economic Forumが毎年発表しているGlobal Gender Gap Indexを使用して分

析)の程度如何である、換言すれば、高発展国における更なる発展を出生率の回復に結び付ける鍵と

なるのはジェンダー平等であるとした。 

 

（女性労働参加率と出生率の相関係数の変化（負⇒正） 

背景にある仕事と家庭の両立可能性） 

OECD諸国のクロスカントリーデータでみた女性労働参加率と出生率の相関係数は、1970年代ま

での負から、1990 年代以降、正に変化した。「女性の社会進出の進展は、機会費用の増加を通じて

少子化につながる」という従来のコンセンサスに大きな一石を投じる事実だったことから、2000年

代前半以降には、その背景について多くの議論が行われた。 
 
エスピン＝アンデルセン(2000)、Brewster et al.(2000)、Sleebos(2003)、D’Addio et al.(2005a)は、いず

れも、クロスカントリーデータでみた出生率と女性労働参加率の相関係数が、2 時点間の比較で負

から正に変化したことに注目している。これらの分析をまとめると概ね以下のようになる。 

・出生率と女性労働参加率の負の関係、仕事と子供の二者択一は依然として存在。 

・しかし、出生率と女性労働参加率の両方に影響を与える外生的要因として、子育て支援や家族

の中での分担、育児休業、パートタイム雇用の普及等からくる仕事と家庭の両立可能性等があ

ると考えられる。 

・仕事と家庭の両立がしやすい国、換言すれば、子供の数を減らさずに女性が働くことが容易な

国では、女性労働参加が更に進む一方で出生率の低下はあまりみられない(北欧、米国等)。 

・他方、依然として仕事と家庭の両立が難しい国では、女性労働参加率は相対的に低く、また、

その増加が出生率を低下させる(南欧等)。 

・この結果、女性労働参加率を X 軸、出生率を Y 軸とした場合、グラフの右側に位置する女性

労働参加率が相対的に高く仕事と家庭の両立の容易な国では出生率があまり下がらない一方、

グラフの左側にある女性労働参加率が相対的に低い国々では出生率が大きく低下し、グラフの
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形状が右下がりから右上がりに変化した。 

 

出生率と女性労働参加率の相関係数のタイムシリーズでみた変化に着目した研究もある。Ahn 

and Miraは、出生率と女性労働参加率の相関係数が、1970年代のマイナス0.5から1986年までにほ

ぼ 0 となり、1980 年代の終わりにはプラス 0.5 となったことを示した。Butz=Ward モデルの枠組み

でその背景を検討し、女性労働参加の一般化に伴う女性の就労の所得効果(子供数への正の影響)の

重要性の高まり、チャイルドケアの相対価格の低下等を指摘した。また、Butz=Ward モデルの世界

では想定されていない労働時間の硬直性は労働需給における失業率の重要性を意味し、南欧等にお

ける1980年代以降の失業率の上昇が出生率の低下に大きく影響したとした(Ahn et al.(2002))。 

Engelhardt,Kögel らは、1960～94 年の各国のタイムシリーズのデータで、出生率と女性労働参加

率の間に双方向の因果関係を見出した。これは、両者の相関関係がいわば見せかけであり、クロス

カントリーデータの分析結果同様、出生率にも女性労働参加率にもプラスの影響を与える外生的要

因の存在する可能性があることを裏付けた(Engelhardts et al.(2001))。Engelhardt et al.(2002)は、女性労

働参加率と出生率の関係の国による差には、夫の労働参加率、夫婦の失業率、第1子への家族給付

等の差も影響しているとした。 
 

Kögel(2004)は、1985～2000 年の OECD 諸国のパネルデータを用いた分析により、データ全体を

プールして相関関係をみると確かに正になるが、国別の固定効果を考慮すると依然として負である

ことを示した。その上で、クロスカントリーでみた関係性の変化の背景には、国別固定効果と、2

つの変数の負の関係の程度の国による差異がありうるとし、これまでの議論を裏付けた。山口(2009)

も、2002年までのデータを用いた国別固定効果を考慮したモデルから、平均的に見て高い女性労働

参加率と低い出生率とが結びついている一方で、仕事と家庭の両立度が出生率を上昇させ(あるいは

出生率低下を緩和させ)、両者の効果はほぼ同等である、女性労働参加率の増加率と対数出生率の上

昇率との間の負の関係は仕事と家庭の両立度が大きいほど減少する等とした。 
 
Da Rocha et al.(2006)は、1985～96年の10か国のデータを用い、失業と出産タイミングを説明変

数に加えた出生力決定モデルにより、労働市場の摩擦が大きい状況では、失業は出産の先送りと出

産間隔の長期化から出生率を低下させることを示した。これは、女性労働参加率と出生率の負の関

係を想定するモデルにおいても、労働市場の摩擦が大きい場合には、その関係が正になりうること

を示している。 
 
一人当たりGNIと出生率の間に逆 J 字型の関係を示した前述のLuci and Thévennonは、一人当た

り GNI から求めた出生率の推計値と、2006 年の各国の実際のグラフ上の位置を比較して、現実の

出生率が推計値よりも高い国は、北欧や英語圏といった女性の雇用率が高く仕事と家庭の調和が進

んだ国である一方、逆 J 字の下に位置しているのは、仕事と家庭の調和が比較的困難な東欧、南欧、

ドイツ、日本、韓国といった国であることを示した。更に、一人当たり所得の構成要素を分解し、

それらと出生率の関係を分析し(ここでは、より最近のデータのみを使用)、出生率と所得の関係が
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負から正に反転するのは経済発展が女性雇用の増加を伴う場合だけであるとした。また、経済成長

に伴い、仕事と家庭の調和をサポートする追加的な制度の変革が出生率の増加に必要だとした(Luci 

et al.(2010)、Luci et al.(2014))。McDonald(2013)も、一人当たり所得と出生率の正の関係は、高所得国

における高女性労働参加率の結果であるとしている。 

 

女性労働参加率と出生率にU字型の関係がみられることを示す研究もある。 

Feyrer らは、クロスカントリーで見た出生率と女性労働参加率の相関係数の符号変化は、各国の

タイムシリーズでみた出生率と女性労働参加率の関係が U 字型に変化してきた結果であるとした。

即ち、X軸に女性労働参加率、Y軸に出生率をとると、データは、U字の左上（高出生率かつ低女

性労働参加率）から、U 字の底（低出生率かつ中女性労働参加率）を通り、U字の右上（出生率の

回復かつ高女性労働参加率）に至るとしたのである。そして、各国の女性労働参加率が 50～60％に

満たない場面では女性労働参加率と出生率の関係は負であるところ、それ以上の段階での労働参加

の増加は出生率の上昇につながるとした。その上で、このような関係変化は女性の地位と出生率の

関係の以下のような 3つの局面に対応するとした。 

① 女性が家庭で子育てに専念することを期待されている局面(例：1950～60年代の米国)、 

② 職場での可能性が改善する一方、家庭では、引き続き女性が子育て家事の大部分を担うこと

を期待され、追加的な子供を持つことに対するディスインセンティブが非常に強い局面(例：

日本、イタリア、スペイン)、 

③ 女性の労働市場での地位が男性と平等になるとともに、賃金格差の解消により、家庭内で女

性の交渉力が増し、男性が家事や子育てに参加するようになることから、女性にとって追加

的な子供を持つことのディスインセンティブが減少する局面(例：スカンジナビア諸国、オラ

ンダ、米国) 

また、両変数の関係変化については、先行研究同様、労働市場と子育てにおける女性に対する社

会の姿勢が、女性労働参加、出生率の両方に影響した結果によるものだとし、労働市場が女性に開

かれた段階においては、国による出生率の違いは、家庭内における母親の子育て負担の程度と、政

府の家族政策への支出の割合によってもたらされるとした。Feyer らも、Wilson(2000)、Dorius(2008)

同様 35、世界各国の出生率の顕著なコンバージェンスを検証しており、これを前提とすれば、世界

の出生率が低水準に収束するおそれがあるとしつつも、足下で特に低出生率の国は、いわば過渡的

な段階にあると捉えられることから、それが変われば出生率の回復はありうるとした(Feyrer et 

al.(2008)) 

 星(2015)は、米国、ドイツ、スウェーデン、ノルウェー、スペイン、イタリア、日本について、

1972～2012 年の出生率と女性労働参加率のタイムシリーズデータが U 字型に動いていることを示

し、その理由として、両者のトレードオフはなくなっていないが子供を持つ女性の労働環境改善に

よって両者の関係がシフトしたのだろうとした 36。加藤(2016)は、女性労働参加率をX 軸、出生率

                                            
35 Wilson(2000)、Dorius(2008)はＩ．で紹介。 
36 ただし、星(2015)では、出生率がX軸、女性労働参加率がY軸となっているため、U字は右に開いており、データ
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を Y 軸にとり、OECD 諸国のプールデータが U 字型になっていることを示し、女性が労働市場に

一層進出するためには、就業と育児の両立支援が不可欠であり、両立支援が拡充することで出生率

が高まると解釈できるとした。 
 
個人レベルでみた出生力と女性労働参加の関係に関する研究も数多く行われてきている

(Goldscheider et al.(2015))。それらの研究を分析したMatysiak et al.(2006)は、①欧米各国における福祉

レジームの多様性が女性雇用の出産への影響の差になって現れていること、②仕事と家庭の両立の

困難は次第に低下してきていること、③回答者の社会的背景、パートナー、仕事、データで観察さ

れない異質性を考慮に入れない場合、推計結果に重大なバイアス(就労の出産への負の影響を過大評

価)がでることを示した。Hilgeman et al.(2009)は、先進20か国のデータを分析し、女性個人のフル

タイム就業と国レベルでの女性雇用率が出生力を低下させる一方、チャイルドケアの利用率と出生

力には正の関係があり、チャイルドケアサービスの充実が出生力の低下を和らげる可能性があると

した。 
 
(出生力回復におけるジェンダー要因の重要性に関する研究) 

‐女性の教育と出生力 

Kravdal et al.(2008)は、ノルウェーの男女の教育水準と子供数について出生コホート別(1940～64

年)に分析した。これによれば、第 2子や第3子を持つことと教育水準の負の関係が若い世代の女性

では消えている。 

Hazen et al.(2015)は、アメリカの女性の学歴と出生率の関係が、2000 年までは負、即ち、学歴が

高いほど出生率が低いという関係にあったところ、2001～11年のデータでは低学歴者と高学歴者の

出生率が中学歴者より高いU字型に変化していることを示し、その背景に、高学歴者にとって保育

サービスの価格が相対的に安くなり利用しやすくなったことがあるのではないかとした。 

Aassve et al.(2016)は、女性の高学歴化が進む中で、子育てをアウトソースする意向が出生率に影

響を与えることを示すべく、World Values SurveyとEuropean Values Surveyの 36の先進国の1981～

2009年のデータを用い、国レベルでの人に対する信頼度(北欧や英語圏で高く、地中海諸国で低い)

とコホートレベルでの女性の教育の相互作用が、コホート完結出生力と正の相関関係にあるとした。 

 

‐家庭内での役割分担と出生力 

Torr et al.(2004)は、1980～90年代の米国のデータを使い、家庭内での役割分担と出生率の関係を

分析した。これによれば、第 2子の出産可能性は、妻の家庭内での負担割合が少ない近代的なカッ

プルと、妻が家庭内の殆どを担う伝統的なカップルで高く、中間的な夫婦では低いU字型となった。 

García-Manglano et al.(2014)は、先進国の生活時間調査を分析し、家庭内の労働に関する時間配分

のジェンダー衡平が閾値を超えると出生率は回復に向かう可能性があるとした。 

Goldscheider et al.(2015)はジェンダー平等と出生力の関係に関する研究をサーベイし、女性労働参

                                                                                                                                
は、右下(高出生率×女性労働参加率)⇒左中(低出生率×中女性労働参加率)⇒やや右上(出生率の回復×高女性労働参

加率)と動いている。 
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加の増加と出生力の関係は未だに明確になっていないとした。が、男性の家事や子育てへの参加が

出生力を潜在的に上昇させることを示す論拠が次第に示されるようになってきており、ジェンダー

平等と出生力の正の関係は家庭内での平等に着目した場合により明確になるとした。また、gender 

revolutionの前半は女性労働参加の増加によって特徴づけられ、結果的に家族関係に歪みをもたらし

出生力が低下するが(この期間が第2の人口転換に相当)、その後、gender revolutionの後半では、女

性労働参画が当然のこととなり、結果的に男性が家庭内に入ってくることにより家族はむしろ強化

され、出生力も上昇するとした。 

 

‐ジェンダー平等主義と出生力の U字型 

Esping-Andersen and Billariは、人口転換後の社会における家族に関する研究が、Beckerらのアプ

ローチと「第2の人口転換論」という、二つの全く異なる、しかしどちらも“less family”を説明する

理論によって牽引されてきた一方、現実の状況は、これとは異なる様相を呈しているとした。即ち、 

・ 家族に関する人々の志向にラディカルな変化はみられない 

   (理想子供数は依然二人(Sobotka et al.(2014)))、 

・ 出生率のリバウンドがみられる。また、Bongaarts et al.(2012)は出生率のquantum効果部分が

過去20年間ほぼ安定していたことを指摘 

・ 「教育水準の高い層は、自己実現を優先し子供数が少なく、慣習的でないパートナーシップ

のけん引役」だという一般的な見方に反する現実が確認されつつある(Hazen et al.(2015)等) 

したがって、現在の出生力のリバウンドは人口学上の逆転であり、“less family”のトレンドは新た

な時代の予兆というよりは過渡的な現象だったとした。 

その背景として、ジェンダー平等主義(gender egalitarianism37)が支配的な規範になると、“more 

family”への回帰が起こると考えられるとした。これを図示すると、X 軸をジェンダー平等主義、Y

軸を出生率としたU字型の関係となる。即ち、伝統的な男性世帯主＋専業主婦の時代には高かった

出生率が(U 字の左側)、女性が社会に進出する一方で社会がそれに適合していない段階で低下し(U

字の底)、ジェンダー平等主義が支配的な規範となった段階で出生率が再び上がる(U 字の右側)とし

た。 

また、「仕事が少ない時、男性が女性より優先して仕事を得る権利があるべきである」というWorld 

Values SurveyとEuropean Values Surveyの質問に対する23か国の回答をジェンダー平等の指標とし

て X 軸におき（数値が高いほど男女平等）、各国の離婚・別居・独身女性の比率を Y 軸とすると、

1980年代後半には右上がりの関係、即ち、男女平等な国ほど離婚・別居・独身比率が高いという関

係があった。しかし、それが、2000 年代後半には逆 U 字型(椀をふせたような型)に変化している。

即ち、逆U字型の左側に位置する東欧等では、男女平等度、離婚・別居・独身女性の割合が共に低

く、逆U字型の上部に位置する米国等では、男女平等度が中位である一方、離婚・別居・独身女性

                                            
37 Esping-Andersen et al.(2015)もMcDonald(2013)同様、ジェンダー平等(gender equality)は結果に関するものであり、出生

力について考える上では、ジェンダー衡平(gender equity)の方が重要であるが、その計測が困難なので、代理変数とし

てgender equalityが使われることが多いとした。また、仕事と生活の調和のための政策がジェンダー平等主義(gender 
egalitarianism)を推進した可能性があるとした。 
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の割合が高い。しかし、逆U字型の右側に位置し男女平等度が最も高い北欧等では、米国等よりも

離婚等女性の割合が少ない(Esping-Andersen et al.(2015))。 

Arpino, Esping-Andersenらも、World Values SurveyとEuropean Values Surveyの上記の質問への回答

について、こちらは1990～2009年の27か国のデータをジェンダー衡平の指標として用いて出生率

との関係を分析し、ジェンダー衡平をX軸、出生率をY軸とした場合のU字型カーブを見出した。

U字型の背景として、U字型の左側では、仕事と生活の調和に関する困難に直面して出生率が低下

する一方、U字型の右側では、社会やカップルが女性の新しいアイディンティティを受容しジェン

ダー衡平な姿勢が支配的になることから、家庭内での役割分担が平等化し仕事と家庭の両立がしや

すくなるとした。更に、質問への回答の男女差がU字型カーブの形状に影響を与え、男女差が大き

い(＝ジェンダーギャップが大きい)場合、U 字型が不鮮明になり、ジェンダー衡平と出生率の関係

が、U字型ではなく右下がり(負の関係)になるとした(Arpino et al.(2015))。 

  

４．先進国の出生力に関する国際機関の見方 

 
OECDのDoing Better for Families は、加盟国における出生率のリバウンドの背景について、長年

の出産先送りの後、高齢での出産が増加したこと、経済成長、家族形成の障壁を減らす政策を挙げ

た。 

出生率と女性労働参加率の相関係数の符号変化については、高出生率と高女性労働参加率を両立

している国では、仕事と家庭の調和のサポートが奏功したと考えられるとした。出生力の回復に向

けた政策の効果についても論じており、財政的なサポートは一時的で限られた効果しかないが、公

的保育サービスの改善と柔軟な労働市場は効果が大きいとした。前述のLuci et al.(2010)が、一人当

たり所得と出生率の逆 J 字型や女性雇用と出生率の正の関係を見出したことを踏まえ、それは、一

人当たり所得の更なる増加と女性労働参加による家計所得の増加によって両立支援サービスを購

入できるようになることを意味するからだとした。また、2008年に発生した世界金融危機は、失業

率の上昇を通じて経済の不確実性を高め出産を先送りさせたとした(OECD(2011))。 

  

国連が2015年に改訂した人口推計がWorld Population Prospects2015である。その中位推計値は図

1 で示したとおりだが、人口推計で大きな要素を占める出生率については、Goldstein et al.(2009)、

Myrskylä et al.(2009)、Sobotka(2011)、Bongaarts et al.(2012)、Myrskylä et al.(2013)等を踏まえ、出生率

が置換水準以下から増加に転じた国の回復の経験も推計に織り込むとともに、回復の兆しが見られ

ない国については、低出生率の罠の議論(Lutz et al.(2006))も踏まえ、当面の間は低水準が続くとして、

国毎に推計している。例えば、我が国の出生率は2010～15年の1.40に対して、2045～50年には1.69、

2095～2100年には1.81まで回復するとされている(United Nations(2015))。 

 

World Bank Group(2016)は、2002年以降、OECDの約半数の国で出生率の小さなリバウンドが起

きたが、これが持続的なものなのかどうかはわからないとし、OECDにおける出生率リバウンドの
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理由について、先送りしていた出産の高年齢での実現(Bongaarts et al.(2012))と公的サポートの充実

(OECD(2011))であるとした。 
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【コラム 1】主要国の女性労働参加率と出生率 

足下、出生率の回復には多くの国で足踏みがみられるが、出生率と女性労働参加率の関係につい

ては様々である。相対的に女性労働参加率の水準が低い日本やイタリアでは、女性労働参加が進む

一方で出生率は横ばい傾向にあり、フランスとイギリスでは、女性労働参加は進みつつも、出生率

が一時的に低下した。他方、アメリカとスウェーデンでは、出生率と女性労働参加率がどちらも低

下する局面が観察された。 

主要国の合計特殊出生率(縦軸)×女性労働参加率(15～64歳)(横軸)  
   日本              イタリア  

     
   フランス             英国 

     
米国               スウェーデン 

     
資料) World Bank, World Economic Indicaters. OECD, OECD Stat. 
備考) データ始期は国により異なる(図中に記載)。終期は2014年。 

1
.2

1
.4

1
.6

1
.8

2
2
.2

tf
rj
p
n

50 55 60 65
flpjpn

1
1
.5

2
2
.5

tf
ri
ta

30 35 40 45 50 55
flpita

1
.7

1
.8

1
.9

2
2
.1

tf
rf

ra

55 60 65 70
flpfra

1
.6

1
.7

1
.8

1
.9

tf
rg

b
r

62 64 66 68 70 72
flpgbr

1
.5

2
2
.5

3
3
.5

tf
ru

s
a

40 50 60 70
flpusa

1
.5

2
2
.5

tf
rs

w
e

50 60 70 80
flpswe

1983 
1984 

1960 1963 

1968 1970 



  

 
30 

  開発協力文献レビュー 
 No.11  2017 年 4 月 

【コラム 2】女性労働参加と経済成長 38－U字型カーブ－ 

以上、出生力との関係から女性労働参加や経済成長についてみてきたが、ここでは、女性労働参

加と経済成長の関係についての議論を紹介する。 

そもそも労働力は資本や技術進歩とともに経済成長の源泉である。一方で、女性労働参加と一人

当たり所得、女性労働参加率と就学年数の間の U 字型の関係、即ち、一人当たり所得(女性の就学

年数)が低水準から中水準に上昇する過程で女性労働参加率が 減少し、その後上昇に転じるという

関係は有名である。 

100 か国以上のクロスカントリーデータを用いて U 字型を提示した Goldin(1994)は、その背景と

して、女性の教育水準が低く、家庭外での就業機会が肉体労働に限られている段階では、女性の就

業に社会的スティグマが強くあったこと、しかし、女性が中等教育を受けるようになり、ホワイト

カラー労働に参画できるようになるとそのスティグマがなくなることを挙げた。また、World Bank

のGender Equality and Developmentは、低所得国の所得上昇の過程では、家計所得の上昇から女性が

労働市場から退出するが、その後、教育水準が上昇し、結婚や子育て年齢の上昇、出生率の低下に

伴い、女性は再び労働市場に戻るとした(World Bank(2012))。また、こうした関係は、経済発展の当

初は配偶者（夫）の賃金上昇の所得効果が女性の労働供給に負に働くが、ひとたび女性の賃金が上

昇し始めると代替効果により女性労働参加が進むと説明することもできる(Verick(2014))。 

こうしたU字型の関係を前提とすると、低所得国における女性労働参加と経済成長は負の関係に

あることになる。しかし、近年の研究では、U字型カーブの左側が想定する途上国が低所得から中

所得に移行する過程での女性労働参加率の低下に関して、先進国が過去に経験した状況と現在の途

上国が直面する状況は異なり、現在の途上国においては女性の就業機会確保が経済成長のためにも

重要だとするものが多い。 

例えばWorld Bank(2012)は、クロスカントリーデータでみたU字型が1980年と2008年の 2時点

間で上方シフトしていること、換言すれば同じ所得水準における女性の労働参加が進展したこと、

経済発展と女性有償労働者の割合は正の相関があること、世界的な人口高齢化の中、女性の労働参

加の重要性が増していること、各国の経済活動の統合が進む中での資源利用の効率化は競争力の強

化につながること等を踏まえ、就業機会の男女格差のもたらすコストは増加していることを指摘し

た。 

Olivetti(2013)も、第 2 次大戦後に経済発展が進んだ国のデータでみるとU字型が浅くなることを

示し、その背景に 19 世紀の製造業と第 2 次大戦後の製造業の性格が違うことから、女性が参入す

ることのスティグマが減少したことがあるのではないかとした。 

Gaddis et al.(2013)は、U字型カーブは、期初における規範や価値観、各国に特有の各部門の変化、

労働政策や労働市場の動向、女性の雇用創出等に依存するとした。このため、特に、U字型カーブ

の左側における経済成長と女性就業率の負の関係は、現在の途上国には必ずしもあてはまらないと

した。 

Verick(2014)も、全ての国が経済の成長とともに U 字型をたどるわけではないとした。また、女

                                            
38 ジェンダーと経済成長の関係については、本レビューシリーズの広田(2016)でも論じている。 
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性労働参加率と一人当たり所得のU字型の背景にある最も重要な要因は教育であり、女性の教育水

準が中等教育以上になると労働市場へ参入することが経済的に見合うようになるとした。 

なお、こうしたU字型の関係については、地域毎での検証もなされており、Van der Meulen Rodgers 

et al.(2012)は、アジアの 2005年のクロスカントリーデータで確認している。
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Ⅳ．東アジア途上国の出生力低下 

 
(東アジアの出生力低下) 

東アジアでは、1960年代に日本の出生率が置換水準を下回って以来、中国、香港、シンガポール、

韓国、台湾、更にはタイ、近年にはベトナムにおいても、出生率が置換水準を下回っている(図6)。 

このうち中国では、1973 年以降晩婚化と出生抑制を骨子とする人口政策を、更に 1979 年には一

人っ子政策を開始した。その効果に加え 1980 年代後半以降の改革・開放政策により多産を避ける

傾向が全土に広がった。2015年には同政策は廃止された。 

シンガポールでは、経済開発の進展と家族計画の普及により 1980 年代には出生率は置換水準を

下回るようになり、人口政策を抑制から出産奨励に変化した。 

韓国では、1962 年に出生抑制策を開始したが、出生力が急速に低下したのは 1970 年代の急速な

工業化の進展と軌を一にしており、それは貧困からの脱出のための家族規模制限へのモチベーショ

ンと出生抑制への社会の支持故であるとされる。その後、1996 年に人口抑制策は中止され、2003

年以降は少子化への対応を本格化させた。(Caldwell et al.(2002)、Jones et al.(2002)、早瀬(2004a,2004b)、

松江(2009)、裵(2015))。 

 

一方、タイを含む東南アジア途上国では、1940年代の終わりに死亡率の低下が始まり、加えてい

くつかの国では出生率が微増 39したことから、1950～60年代に人口成長が加速した。この結果、1960

年代には地域全体が人口増加率に対する懸念を共有し、1970 年までに、小さい家族規範を唱道し、

避妊を普及させる政府の組織化された家族計画プログラムが当時のASEAN途上国でも取り入れら

れた(Jones(1999)、Caldwell et al.(2002)、Jones et al.(2002))。 

政府の家族計画プログラムは、避妊やその方法の普及以上に、小家族が望ましいという価値観の

普及の効果が大きかったといわれる(Caldwell et al.(2002))。これは、家族計画プログラムが、同時期

に進展した道路交通網の整備やテレビの普及などの交通通信分野の革命とも相まって、社会的相互

作用を通じて、都市部のみならず地域全体の出生力の低下に大きく寄与したとする Jones(1999)の見

方と整合的である。また、Bongaarts(1994)は望まれない出生を減らす上でも家族計画プログラムの

効果が大きかったことを強調しており、そこでは、プログラムの結果、望まれない出生が大きく減

った国としてインドネシアやタイが挙げられた。 

家族計画プログラムは 1970年代に全盛期を迎えたが、次第に政府の対応は多様化していき、1980

年代の終わりには明確に出生力低下をうたっていたのはインドネシア、タイ、ベトナムのみとなっ

た(Jones(1999)、Jones et al.(2002))。 

このうちインドネシアでは、1960年代後半から政府の強力なリーダーシップで家族計画運動が行

われ、出生力転換を経験した世界で最初のムスリム社会となった(Leete et al.(1999)、早瀬

(2004a,2004b)、Gubhaju(2007))。また、インドネシアは、女性が仕事と子育てを両立するのが難しい

ことから、多くの女性が家族形成よりも教育とキャリアを選んでいることが少子化につながってい

                                            
39 
脚注7参照。 
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るともいわれる(Gubhaju(2007))。これは、後述の【コラム 3】における、出生力が低下する一方、

女性労働参加率に大きな変化が見られない状況の一側面といえる。 

中国の影響を強く受けた北ベトナムでは、1963年に「二人または三人の子供」が提唱され、ベト

ナム統一後の 1988 年には「子供は一人または二人まで」とする強制力ある政策が導入された。こ

うした政策効果と経済社会の状況の好転に伴うライフスタイルの変化の中で出生力は大きく低下

した(Jones(1999)、早瀬(2004a,2004b))40。 

一方、フィリピンではカトリックの影響もあって、出生力の低下はあまり進まなかった。また、

マレーシアでは、1960年代半ばから家族計画プログラムを実施したが、出生力の大きな低下を懸念

した政府が1980年代に政策転換した (Gubhaju(2007))。 

 

その後、各国の出生力低下や 1994 年の国際人口開発会議における世界の方向転換等を経て、ア

ジアにおける家族計画プログラムは次第に意義が問われるようになった(Caldwell et al.(2002)、Jones 

et al.(2002))。 

Sciortino(2011)は、東南アジアにおける避妊の普及状況と今後の方向性について包括的に論じてい

る。1990年代後半以降、全ての人が家族計画及び性感染症感染防止を目的として避妊手段にアクセ

スできる能力を意味する“contraceptive security”という概念が提示された。東南アジアの国々は、

“contraceptive security”に傑出して近づいているタイ、道徳的または人口学的な理由から出産奨励策

をとり近代的な避妊手段へのアクセスに反対またはそれを抑止しているブルネイ・マレーシア・フ

ィリピン・シンガポール、強固な家族政策プログラムを実施し人口抑制に効果的な避妊方法を強調

しているインドネシア・ベトナム、避妊の供給に関するリソースが不足しているカンボジア・ラオ

ス・ミャンマー・ティモール=レソトに分けることができるとした。 

政府の家族計画プログラムを通じた近代的な避妊の普及は、途上国に特徴的な、出生力転換にお

ける供給側の要因といえる。これが、死亡率の低下、都市化、所得の上昇、非農業分野における女

性の雇用の拡大、教育水準の向上等の要因と相まって、東南アジア地域の出生力転換が進んだと考

えられる。即ち、同地域では人口が元来稠密であったため、死亡率の低下の出生力への影響は大き

かったと考えられる。また、女性の教育水準の向上と都市や工場における雇用機会の増加による子

育ての機会費用の上昇、公教育の発展による子育てコストの増、労働市場における競争の高まりへ

の認識からくる子供への投資の増加等の経済的要因も出生力低下に影響したと考えられる

(Jones(1999)、Leete et al.(1999)、Jones et al.(2002)、Gubhaju(2007)、Jones(2013)、Heuveline et al.(2015))。 

東南アジアでは、東アジアや南アジアと比較して相対的に女性の地位が高いことの出生力転換に

おける重要性も指摘されている(Hirschman et al.(2012))。また、主にカトリックのフィリピンや、ム

スリムの多いインドネシアやマレーシアと比較して、仏教徒の多い東南アジアメインランドで出生

力転換の進展が速かったことが指摘されている(Heuveline et al.(2015))。政府のガバナンスを含めた

経済社会発展過程のあり方全体の出生力の低下への影響を重視する見方もある(McNicoll(2006))。 

                                            
40 この政策は随時見直されて今に至っている。出生力が置換水準を下回る中で現在見直しの動きがある旨報道されて

いる(DTiNews(2017)、Takayama(2017))。 
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こうした出生力転換に関する実証分析として、Hirschman et al.(2000)は、タイ、インドネシア、マ

レーシア、フィリピンの 1968～1990 年のデータを用い、人口転換論の想定する要因がどれだけ出

生力の低下に寄与したのかを分析し、中等教育以上女性割合で表章した女性の地位の向上、10～14

歳の労働力率で表章した子供の経済的役割の減少、乳児死亡率の低下が出生力に影響を与えてきた

とした。 

 

家族計画プログラムが、有配偶出生力を通じて 1970～90 年代の東南アジア途上国の出生力転換

に大きな役割を果たしてきたのに対して(Heuveline et al.(2015))、結婚行動が出生力に及ぼす影響に

ついても次第に重要視されるようになってきている。Jones(2007)は、太平洋アジア地域では婚外子

の比率が低いため、北西ヨーロッパと比べて婚姻の有無が出生力に与える影響が大きいとする。そ

の上で、晩婚化は出産の回避や先送りの結果である可能性が高いと同時に、同地域では女性の上方

婚 41への志向が強いため、「非自発的非婚」の結果の「非自発的無子」も無視しえないとしている。

出産の先送りは経済的にも身体的にもリスクを上昇させる上、太平洋アジア地域における雇用の不

確実性、仕事と家庭の両立の困難、子育て支援の不備、子供の質への志向、子育てコスト、家庭内

での性別役割分担、都市の状況等、多くの要因が希望する子供数を減らす方向に働いていることか

ら、大きな社会制度の変革なくしては置換水準までの出生力回復は困難だとみられるとした。

Jones(2013)は更に、東南アジアで既に出生力が置換水準を下回っているシンガポール、タイ、中華

系マレーシア人、ベトナム、インドネシアの主要都市においては、出生力低下における婚姻率の低

下の影響は大きく、一方、有配偶出生力の低下には、子育ての直接費用と機会費用の増加、学校以

外の教育も含めた子供への投資の増加、仕事と家庭の調和の困難が影響していることを指摘し、仕

事と家庭の両立がしやすい仕組みを整えることが重要だとした。 

また Jones(2009)は、東南アジア途上国の一部で出生力が置換水準近傍まで低下したことについて、

高水準の一人当たり所得は出生力転換における必要条件ではないことの強い証左であるとした。 

 

(タイの状況) 

Ⅰ．でみたとおり、東南アジア途上国における出生率はタイで最も低く(2014 年：1.51)、同国で

は1990年代以降出生率が置換水準を下回っている。Hirschman et al.(1994)は、それまで途上国にお

ける低出生力の実現には強制力が必要だと一般的に思われていたところ、タイの出生率は、6 を超

す水準から一世代もかからないうちに、強制力のない家族計画プログラムのみで置換水準を下回る

水準を達成したとした。 

Gubhaju et al.(2003)は、タイの出生力転換の主要な理由を避妊の急速な普及だとしつつ、タイの女

性が交易や農業に積極的に参画していたことから小さな家族への潜在的な願望が元来あったこと

を強調した。 

                                            
41 上方婚とは、本人の持つ人口学的・社会経済的属性よりも、配偶者の持つ属性のほうが「社会的評価」の高い組み

合わせの結婚のこと(中島(2010))。 



  

 
35 

  開発協力文献レビュー 
 No.11  2017 年 4 月 

タイの出生力転換に関して、Knodel42らは以下の4点を指摘している。 

・急速かつ徹底した社会変化により、カップルにとって子供をたくさん持つことが経済的負担と

なった 

(とりわけ教育費等の上昇。タイでは老後のサポートを子供に期待する傾向が強く、高い教育

を受けた子供からより良いサポートが期待できると考える人も多い) 

・社会が意図的な出生コントロールを受容しやすく、環境変化に適合するため家族サイズを制限

するのに適していた 

 (出生数の決定は夫婦 2 人に任されている部分が大きく、元来女性の自律性が比較的高い。主

たる宗教は仏教。国内の言語や宗教の同質性が高くメディア等の影響が浸透しやすい) 

・効果的で受容可能な出生コントロールへの潜在的需要 

 (タイでは以前から出生コントロールへの潜在的需要があった。 

 これは、特に女性側の出産・子育ての負担に対する懸念等によるものだった) 

・家族計画プログラム等による近代的避妊法供給に関する組織化された努力 

 (全国で近代的避妊手段へのアクセスを可能としたプログラムの実施を通じて、効果的で受容

可能な出生コントロール方法への認識が高まった) 

 

Knodelらは、また、タイの出生力低下は、その進展のスピード、国内全体への浸透度や、都市化

が進んでおらず農業が幅広く行われていた段階で進展したという特徴から、途上国の出生力低下の

検討においてとりわけ重要だとした。そして、出生力低下が経済社会の一般的発展に先立って起き

たことは、交通情報通信システムの発展した近代においては、思想や生活様式が容易に伝播するこ

とを示しているとした(Knodel et al.(1987))。 

Sciortino(2011)は、タイが家族計画プログラムを通じて人口成長の抑制に成功した理由として、家

族計画プログラムの活動を医療制度と統合したこと、避妊手段の提供に補助的な人員(看護婦や産婆

など)を使ったこと、短期的な手段や男性側の避妊具も含むカフェテリア方式を導入したこと、避妊

具の国内生産を促進したこと、コミュニティを動員し、家族計画をコミュニティの発展につなげる

べくNGOの力を使ったことを挙げた。 

 

この結果、1974～76 年に都市部 4.5、郡部 5.0 だった出生率は、2005～06 年には、都市部、郡部

でそれぞれ1.0、1.7にまで低下した(NESDB43 et al.(2011))。 

また、2010年Censusを踏まえると(図7)、 

・都市部においても郡部においても若い世代ほど既婚率や子供数が少ない上、 

・出産可能年齢の人口について、都市部では女性が、郡部では男性が多いというミスマッチが生

じており、 

・出産可能年齢の人口は相対的に出生力の低い都市部に多いことから、都市部への人口集中が少

                                            
42 Knodelは前述のEuropean Fertility Projectのメンバーでもある。 
43 National Economic and Social Development Board (Thailand) 
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子化を加速している可能性がある。 

 

Kusakabe(2006)は、先進国において仕事と家庭の両立の問題に関する議論が進む中で、それ以外

の地域の例としてタイの状況を明らかにしたものである。これによれば、タイでは女性が家計の経

済的責任を負うのが一般的で、結婚後も働き続け、両親(子供にとっての祖父母)に送金することが

求められることが多く、政府は伝統的家族観を唱道していた。一方で、生産年齢人口は都市部に移

動しているが、公的な保育サービスの質は不十分である。こうした中、都市部の女性の間では、様々

な手段で仕事と家庭を両立させるか、または、田舎の祖父母に子供を預けるのが一般的となってい

る。都市部以外でも、女性の工場労働者の間では、寮に住んでいるため家族の絆を形成するのが難

しい状況もある。Kusakabeは、タイにおける最大の問題は、こうした問題が問題として認識されて

いないことだという。 

NESDB and UNFPA(2011)は、タイの出生力転換について、都市部と郡部の出生力の差が小さいこ

と、南部において出生力低下が緩やかであること、1970年には15％だった避妊の普及率が 1987年

には 70％以上にまで増加し、足下 80％程度で推移していること、晩婚化が進んでいること、他方

で 10 代で母になるケースが増えている等を指摘している。また、子供のコストの上昇や女性の地

位の向上、女性の(非農業分野での)労働参加が、希望子供数を低下させているとした。その上で、

人口の高齢化に対応していくとともに、結婚と出産を奨励する観点からの政策の変更(母親の有給育

児休業の充実、父親休暇の導入、介護への補助、チャイルドケアの改善、税制インセンティブ・ベ

ビーボーナス等)が必要であるとした。 

タイの出生力に関する政策の推移を同国の国家経済社会開発計画でみると、第 3 次計画(1972～

76)で避妊の自主的使用により出生率を低下させることを決定し、第6次計画(1987～91)からは、出

生率低下に加えて人口の質の向上等についても触れるようになった。その後、出生率が置換水準を

下回っていることが明らかになる中、第8次計画（1997～2001）では人口成長の抑制に言及しなか

った。第 9 次(2002～06)、第 10 次(2007～11)計画では出生率を置換水準程度で維持することの必要

性に言及した。また、第 9次計画では、reproductive healthや家族計画プログラムへのアクセシビリ

ティと質の改善等にも触れており、第 10 次計画は高齢化への準備と、労働生産性及び高齢者向け

社会サービスの改善に焦点をあてている(NESDB et al.(2011))。第11次計画(2012～16)では、人口構

造・分布を適正化し、出生率は少なくとも 1.6 を維持するとされた。また、タイの価値観・文化を

維持することで社会の一体性を維持し、近代化の負の影響と争いを減らすこと、その哲学を日常生

活にも生かし、タイの価値観とアイデンティティを認識できるように若い世代を育てることの重要

性を強調した(NESDB(2011))。 

 

(出生力低下と経済成長：demographic dividend(人口ボーナス)) 

Bloom et al.(2003)は、生産年齢人口比率の高さからくる生産性の上昇を、経済成長における

demographic dividend44とした。人口転換の過程では、多産少死の段階で「ブーム世代」が生まれる。

                                            
44 UNFPAはこれを、若年人口が増加し出生力が低下している国が潜在的に得ることのできる生産年齢人口比率の増
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そこからdemographic dividendがもたらされる理由として、 

・労働供給 

・ブーム世代が生産年齢に達すること 

・家族サイズの減少からくる女性の労働参入増 45(小家族に生まれた女性の教育水準は高い

場合が多いことも生産性上昇に寄与) 

・貯蓄 

    ・相対的に貯蓄率の高い生産年齢人口の増加(特に40～50代の貯蓄率が高い) 

・人的資本 

  ・死亡率の低下・長寿化に伴う価値観の変化が教育水準を高める 

を指摘した。 

特に、(Bloom et al.(1998))は、20世紀後半のアジアの高成長における人口構成要因の影響を指摘し

た。具体的には、1965～90年の東アジア(ここでは中国・香港・日本・韓国・シンガポール・台湾)

において、生産年齢人口比率が大きく上昇したことが経済成長に大きく寄与したとした。また、将

来的には人口要因が東アジア地域の成長に抑制的に働くようになるであろう一方、東南アジアや南

アジアの成長に寄与するであろうことを指摘した。Bloom et al.(2008)は、更に、1965～2005年のデ

ータを用いて、この期間では、東アジア(中国、日本、韓国)においてよりも一層、東南アジア、南

アジアの経済成長への人口要因の寄与が大きかったとしつつ、そうした効果が今後減衰し、2005～

10年には、東アジアのみならず、シンガポール、タイ等においても、人口要因が経済成長にマイナ

スに寄与するだろうとした。 

このように、demogprahic dividendは永遠には続かないと考えられる。ブーム世代が年齢を重ね高

齢者になると、生産年齢人口比率が低下(＝従属人口比率が増加)することになるからである。しか

し、Masonらは、引退後の備えのための資本蓄積を奨励する国では、高齢化が富を生み出し社会を

栄えさせる力としての「2つめのdemographic devidend」になりうるとした(Mason et al.(2005))。 

大泉(2007)は、高齢化が加速するアジアにおいて、その繁栄の持続を楽観視することは許されな

いとした。我が国では一般に demographic devidend を「人口ボーナス」という。人口ボーナス論の

発展を論じた大泉(2012)は、人口ボーナスを享受できる期間に定まった見解はないとしながらも、

生産年齢人口の増加に伴う労働投入量の増大である「第 1の人口ボーナス」期間を、生産年齢人口

比率が上昇に転じた時点から低下に向かった時点まで、貯蓄率の上昇効果である「第 2の人口ボー

ナス」の期間を、生産年齢人口比率が全人口の 50％を上回った時点から 50％を下回った時点まで

であるとした。 

 

世界に先駆けて人口の高齢化が進んでいる我が国では、従属人口比率の増加が経済成長を押し下

げる効果に関する議論が盛んであり、一般的にはそれを「人口オーナス(demographic onus)」「人口

                                                                                                                                
加に伴う経済の生産性押上げ、と定義している(http://www.unfpa.org/demographic-dividend)。 
45 Bloom et al.(2007)は、1960～2000年の97か国のデータを用いて、出生率の上昇が出産可能年齢の女性 労働参加率

を有意に低下させるとした。 

http://www.unfpa.org/demographic-dividend
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負担」という 46。アジアの各国が人口ボーナス期から負担期に転じるタイミングを、従属人口比率

が低下から上昇に転じる時期で計測した内閣府は、大まかにいえば日本、中国、NIEs、ASEAN の

順に転換期を迎えるとし、アジアでは人口構造の変化の速度が速いことから、人口負担期への備え

が重要な課題となる旨指摘した。 

ただし、ここでも指摘されているとおり、人口ボーナスや人口負担は、その時期が到来すればも

たらされるというものではない。人口ボーナスが期待できる時期が訪れたとしても、労働需要が不

足していれば、その追い風をボーナスに転化することは難しい。また、人口ボーナスはそれだけで

成長率を大きく加速させるものというよりは、継続的な成長を後押しをするものであるに過ぎない。

高成長を遂げるには、投資環境の整備や教育の普及等、その他の条件が揃うことが必要である。ま

た逆に、人口負担期についても、そのマイナスの影響の軽減は可能である(内閣府(2010))。このため、

人口構造からみて demographic dividendを得られる可能性のある時期を指す言葉として demographic 

windowも使われている。 

ADB の ASIA2050 は、アジアの将来について、「アジアの世紀」シナリオと、中所得国が低成長

を抜け出せなくなる「中得進国の罠」シナリオを示し、アジアの世紀の実現のための国、地域、グ

ローバルレベルでの行動について論じた。中所得国の罠とは、低コストの労働と資本を基礎とする

資源主導の経済成長から、生産性主導の経済成長への移行に失敗した状況だとされた。 

ASIA2050は、アジアの成長をけん引してきた古典的要因として、技術変化と生産性、資本の深化

とともに、人口要因と労働力を挙げた。しかし、demographic dividendの恩恵は今後鈍化し、やがて

は消滅するだろうとした。また、アジアの中でも状況は多様であり、①急速に高齢化が進行し、

demographic windowが閉じた、ないしは閉じようとしている国(日本、韓国、中国、台湾、シンガポ

ール、タイ)、②頑健な人口バランスにある多くのASEAN諸国、③若年人口比率が非常に高く、今

後数十年demographic windowが開いている国(南アジアと中央アジア)に分かれる。このうち、高齢

化が進展している国においては、経済構造、制度政策を高齢者の増加に合わせて変革する必要があ

り、また、労働集約産業の存立が難しくなるだろうこと、他方、インドや多くのASEAN諸国にお

いては、中所得層の拡大、競争力を維持しつつイノベーションとテクノロジーの梯子を上がること、

中所得国の罠に陥いらないよう、生産性を上昇させることが重要である等とした(ADB(2011))。 

直近の国連2015年人口推計で東アジア諸国の従属人口比率をみると(図8)、2015年時点で、日本、

シンガポール、韓国に加えて、中国とタイでも従属人口比率は上昇に転じている。2050年時点の従

属人口比率は、我が国では 95％、中国でも 70％近くにまで上昇する見込みである。また、既に人

口減少局面に入っている我が国に次いで、タイでは 2025～30年、中国では2030～35年には人口減

少に転じるなど、2050年にはいずれの国も人口減少となる見込みである。 

他方、現在まだ出生力の高い国々では、当面の間生産年齢人口比率の上昇（従属人口比率の低下）

が見込まれているが、これらの国々においても2100年までには人口減少局面に入る見込みである。                                             

                                            
46 Park(2012)では、demographic taxという言葉も使われている。 
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(出生力に関する政策への影響) 

以上みてきたような状況変化は、出生力に対する政策の在り方に大きな影響を及ぼしつつある。 

The Emergence of Low Fertlity as a Policy IssueというタイトルのMcDonald(2007)は、アジアの国家

家族計画プログラムが出生率低下に導入当時の想定以上の効果をもたらしたこと、女性を中心とし

て全体の教育水準が上がったことが顕著な社会変革の基盤となったこと、女性が専門的でグローバ

ルな仕事を持つようになったことを評価した上で、出生力の低下の経済社会への影響を踏まえれば、

先進国のみならず、中国、タイ、インドネシア、マレーシア、ベトナム、イランといった国々にお

いても、出生率が 1.5を下回ることのないよう介入すべきであるとした。 

Park は、アジアの高齢化と経済成長の関係に焦点を当て、①人口政策、②年齢構成の若い国(イ

ンド、フィリピン等)におけるdemographic dividendの具現化、③包括的な経済改革、④高齢者支援、

⑤高齢者と女性の労働参加、⑥地域協力と統合、⑦人口転換への備えの 7点に関して政策提言を行

った。 

この中で、「①人口政策」については、ⅰ）急速な高齢化は経済社会に大きな悪影響をもたらす

ことから、高齢化が既に進展している国においては、その直接の原因である出生力低下を反転させ

る政策が必要である、ⅱ）高齢化途上の国においては、急速な高齢化を招いた過去の人口政策を見

直すべきである、ⅲ）人口転換の初期にある途上国アジアでは出産奨励策を検討するのは時期尚早

であるとした。 

「③包括的な経済改革」に関して、政府は、まずは、各国における人口構造の急激な変化、その

経済成長や高齢者支援への含意を周知する必要があるとした。 

「⑤高齢者と女性の労働参加」のうち、女性の労働参加については、我が国や韓国の女性労働参

加率が他のOECD諸国の大部分よりも低いことを指摘し、政府は、雇用者に対し女性の雇用を、女

性に対して就労を、それぞれ奨励するための政策が必要があるとした。具体的には、チャイルドケ

アの質と量の改善、母親と父親の育児休業の充実が挙げられている。その上で、女性の労働参加促

進を出生力を低下させることなく行うことは原則としては可能であるが、現実には両者にはトレー

ドオフがありそうだとした(Park(2012))。 

World Bank Groupは、OECD 諸国と比べて柔軟性に欠ける労働市場、公的支援の欠如、ケアの男

女役割分担に関する伝統的な姿勢などに鑑みると、アジア太平洋の低出生力の国々における出生力

の回復は容易ではないだろうとした。日韓におけるチャイルドケアと住宅のコストは子供数にマイ

ナスに働くであろうし、両親の安定した雇用の欠如が第 2子を持つかどうかの決定に大きな影響を

与えるであろうとした。中国とベトナムでは、明示的な出生力抑制策の出生力への影響が大きかっ

たが、それらを緩和してもその影響不透明であるとした(World Bank Group(2016))。 

Wildau(2017)は、中国の一人っ子政策(1979～2015 年)廃止後の状況について報じている。2016 年

の粗出生率は、広西チワン族自治区や甘粛省では低下(少数民族が漢族の習慣に同化)、より中心部

の江西省や陝西省でも微増となっている。これは、出産年齢の女性の数が既に減少していることに

加えて、女性が自らの教育やキャリアを追及するようになり、2 人目の子供を持つことの機会費用

が大きくなる中、出産に対する女性の考え方が根本的に変化したからではないかという。また、住
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居や教育コストの上昇、娯楽の増加も影響しているのではないかとした。湖南省の統計局は、チャ

イルドケアへの補助や、父親休暇、病気休暇の導入等も必要だとしているという。 

 

以上、これまで東アジアの成長促進要因であった人口構成が成長抑制要因に変わりつつある。出

生力に関する政策スタンスについての国連のクエスチョネアに対する各国政府の回答も、シンガポ

ール 1986 年、日本 2003 年、韓国 2005 年、タイ 2011 年、中国は 2015 年から、出生力を「引き上

げる」となっている(図9)。  
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【コラム 3】インドネシアの出生力と女性労働参加 
 
インドネシアの出生率は、1960 年の 5.7 から、1990 年 3.1、2014 年 2.5 と低下してきている。一

方で女性労働参加率は、1990 年の 51.9％から 2014 年で 53.5％と必ずしも大きく変化していない

(World Development Indicators)。 

これについて Priebe(2011)は、1993～2008 年のデータを用いて分析し、子供数が減ったことによ

り労働市場に参加できるようになった女性がいる一方で、田舎の低所得層では、子供が減ると働く

インセンティブがなくなり労働市場から退出した人もいるからだとした。 

Schaner et al.(2016)も、1990～2011年のデータを用い、女性の教育と女性労働参加率、資産と女性

労働参加率の間にそれぞれ U 字型の関係があり(【コラム 2】)、U 字型の右側の高教育・高収入の

女性が更に労働参加を増やした一方で、U字型の左側の低教育・低収入の女性は所得の増加によっ

て労働市場から退出したとした。 
 

 
 
 
 
(図 6) 東アジア諸国の合計特殊出生率の推移 
 

 
 
資料) World Bank, World Economic Indicaters.
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（図 7）人口ピラミッド及び女性が産んだ子供数（タイ） 
 
人口ピラミッド 

都市部               郡部 

   
 
子供数 

都市部                  郡部 

  
 
 
資料) National Statistical Office (2011) 

  Preliminary Report, The 2010 Population and Housing Census, Thailand. 
備考) 右側の図中 “Never married”は、人口の合計値から既婚者数(ever married women)を引いて著者が作成した数字。 
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(図 8) 東アジア諸国の従属人口比率の推移 
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(図 9) 東アジア諸国の出生力に関する政策 
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Ⅴ．東アジア共通の課題解決に向けて活かすべき我が国の経験 

 
我が国の少子化問題は、1989年の出生率に関する「1.57ショック」以来、注目を集めるようにな

り、既に四半世紀が経過している。出生率は 2005 年に 1.26 を記録して以降、やや回復傾向がみら

れるが、2015年で1.45と very-low fertilityにとどまっている(人口動態統計)。国立社会保障・人口問

題研究所の 2017 年推計では、中位推計における 2065 年の出生率を 1.44 とし、総人口は 2015 年の

1 億2709万人から、2065年には8808万人にまで減少するとしている。更に出生仮定を変えたシミ

ュレーションも行っており、例えば 2065 年の出生率を 1.80 に設定した場合には、同年の総人口が

1 億45万人となるとしている(国立社会保障・人口問題研究所(2017))。 

1980 年に男性 21.5％、女性 9.1％だった我が国の 30 代前半の未婚率は、2015 年国勢調査では男

性 47.1％、女性 34.6％となっている(e-Stat)。宇南山(2016)は、女性の未婚率の上昇は労働力率の上

昇とともに起きており、少子化は結婚・出産と就業の二者択一のうち就業を選択した女性が増加し

ていることによるものだとする。その上で、結婚・出産と両立の支援こそが有効だと結論づけてい

る。 

こうした中、高齢化への対応と出生力の回復は、既に我が国における主要な政策課題となってい

る。少子化に関しては、2015年には 3回目となる「少子化社会対策大綱」が閣議決定された。そこ

では、①結婚や子育てしやすい環境となるよう社会全体を見直し、これまで以上に対策を充実させ

ること、②個々人が結婚や子供についての希望を実現できる社会を作ること、③結婚、妊娠・出産、

子育ての各段階に応じた切れ目ない取組みと社会全体の取組みを両輪とすること、④今後 5年間を

集中取組み期間とすること、⑤長期的展望に立って子供への資源配分を大胆に拡充することが基本

的な考え方とされている(閣議決定(2015b))。 

加藤(2016)は、これまでに実施された少子化対策のメニューは、保育環境を含めた就業と育児の

両立支援に加え、男性の育児参加促進や働き方の見直し、更には児童手当などの経済支援まで含ん

でおり、ほぼ考えられうる限りの内容が含まれているとした。その上で、これらの取組みにもかか

わらず出生力の明確な回復がみられないのは、未だに就業と出産・育児の両立が十分でなく、また、

財源が十分でないからだとした。 

我が国の少子化に関して、より早期に、より抜本的な解決が図られていれば、母親になる世代の

人口の減を通じた将来的な人口減少への影響が今よりも小さかった可能性があるのはもちろんで

ある(「低出生力の罠」仮説(Lutz et al.(2006)を想起されたい)。また、時間が経てば経つほど、高齢

化が進行し、経済社会の余力も小さくなると考えらえる。 

 

一方、本稿でみてきたとおり、東アジアにおいては、既に一部の途上国でも、置換水準以下への

出生力の低下と人口構造の高齢化が急速に進みつつある。現在、比較的若い人口構造を享受してい

る国においても、これまでの出生力の低下の結果、将来的には高齢化が進むことが確実である。 

前述の Jones(2013)は、東アジアの低出生力の国々においては婚姻率が出生力に大きな影響をもつ

としているが、これは我が国と同様の状況だと言える。また、Myrskylä et al.(2009)、Luci et al.(2010)、
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Luci et al.(2014)等を踏まえ、2014年のデータで各国の国連人間開発指数と出生率の関係をみると、

東アジアの国々は、フィリピンを除き、我が国を含めた殆どが赤い近似線よりも下に位置しており、

人間開発指数から見込まれるよりも実際の出生率が低い状況にある(図 10)。先述の World Bank 

Group(2016)が指摘したとおり、東アジアの低出生力には労働市場や男女の役割分担などについて少

子化につながる共通の要因もあると考えられる。 

 

以上に鑑みると、東アジア途上国においては、我が国の経験を踏まえ、女性が仕事と家庭を両立

しうる環境づくりを速やかに始める必要がある。そのために、まず必要なのは各国内における問題

意識の共有である(Park(2012))。我が国としても、状況の的確な把握と積極的な情報発信に努める必

要がある。 

東アジアの出生力低下は 21 世紀に世界各地で起きるであろう状況の先例である(Caldwell et 

al.(2002))。東アジアにおける取組みは、他地域における開発に対しても重要な示唆を与えるものと

期待される。 
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（図 10）人間開発指数と合計特殊出生率（2014年） 
 

 
 

 
資料) World Bank, World Economic Indicaters. 
   UNDP（2015）Human Development Report. 
備考)・Myrskylä et al.(2009)、Luci et al.(2010)、Luci et al.(2014)等を踏まえ、2014年値で作成。 

･人間開発指数（HDI：Human Development Index）は、平均寿命、教育年数、一人当たりGNIからUNDP(国連

開発計画)が作成公表。１に近いほど人間開発が進んでいることを示すもの。 
 ･図中の赤線： 
     TFR＝11.5 ×HDI^2 －22.8×HDI ＋12.8 
              (5.22)           (-7.75)       (13.5)     ・・・t-value 
           Adj R-squared: 0.751 
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